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序章 
Ⅰ．研究の位置づけ 
本研究は，我が国が直接整備する都市公園「国営公園」について，これ
までの整備の変遷を辿り，現在までに発展してきた過程を研究したもので
ある。これまで国営公園は時代の要請に応えてきており，今後も時代の要
請に対応することにより，国にとって必要な事業であることを明らかにし
ようとするものである。 
第二次世界大戦後，我が国が経済的発展を遂げ，都市構造が変化し，国
民の生活様式は大きく変化してきた。現在，我々多くの国民が経済性や効
率性を優先させた都市構造の中で生活している。こうした社会状況や生活
の変化の中で，都市におけるオープンスペースをはじめ緑は減少してきて
おり，それに対して，行政は様々な制度を構築してきている。 
都市における緑の創出・保全制度として，土地の権原を取得し設置する
都市公園や既存緑地に一定の行為規制を行う地域制緑地等が挙げられる。 
様々な制度のうち,緑やオープンスペースとしての担保性が高い都市公
園制度により都市公園が戦後，増加してきた「時代」について，適切な評
価をすべきと考えている。しかし，現在においても都市によっては量的な
不足，現状のライフスタイルに適合していない公園の用途や設計，施設の
老朽化等，個別の地域，個々の公園では様々な問題が発生し，公園利用者
の要求に対応しきれていない面もある。 
そうした都市公園制度のうち国が直接，土地の権原を取得して整備を行
う国営公園制度は，明治期の都市公園の発祥に始まったものではなく，昭
和 20(1945)年の第 2次世界大戦後，いくつかの事柄を国として解決する
必要が生じ，その解決方法を制度化し，その後，時代の変化に適切に対応
して，現在の制度となっている。 
こうした国が直接,都市内に整備するオープンスペースは，当初，内閣
総理大臣が関与する委員会等で整備内容が検討されていた時期もあったが，
制度化とともに有識者等から幅広く意見を聴取する方法等により国民生活
の変化，地域事情等，利用者ニーズを汲み上げる仕組みを構築し，自然公
園である国立公園のように法律で定められた審議会を用いる仕組みとは異
なっている。 
一方で,近年，国営公園の運営維持管理方法についても利用者である国
民側のニーズをより取り込む競争性のある事業者選択方法に変化しており，
国民生活の変化に対応し，より利用者側に立脚した整備や管理となってき
ている。 
しかし，我が国の人口構成も変化し，少子高齢が進行し，人口減少とな
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ることが確実とされている時代となり，これまで整備してきた社会資本の
維持管理について,限られた公共事業予算の中で,どのように維持管理を行
っ て い く べ き か 課 題 と な っ て い る 。 ま た ,経 済 情 勢 に よ り 国 民 所 得 が 減
少・停滞するような社会状況が変化していく中で今後,国営公園の整備や
運営維持管理はどうあるべきなのか。これまでの約半世紀に整備してきた
国営公園は国民や社会の要求に応えてきたのか，国として実施する意義を
検証することにより次の時代に対応できる制度としていく必要がある。 
 
１．研究の背景 
国が整備する国営公園は，一の都府県の区域を超えるような広域の見地
から設置する都市計画施設である公園又は緑地，もしくは国家的な記念事
業や我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用を図るため閣議決定を
経て設置する都市計画施設である公園又は緑地で，都市公園法に基づき国
(国土交通大臣)が設置している都市公園である。 
これまでに国営公園は，社会資本として大規模かつ永続性のある公園緑
地として担保され，国民のレクリエーションの多様化 1)が進む中，時代や
地域のニーズに呼応して，平成 23(2011)年度末までに全国で 17 公園，
3,024haが整備されてきた。国営公園全体の入園者数は平成 21(2009)年度
に 3,385万人と過去最高となったが，平成 23(2011)年度末には年間入園
者数は 3,199 万人2)となり減少している。これまでの累計入園者数は，6
億 2,346万人となっており，全体入園者数の動向は供用面積の増加動向と
同様に漸増の傾向を示していたが，平成 22(2010)年度以降は入園者数の
漸減がみられる。 
これまでに多くの入園者が国営公園を利用しているが，国営公園事業を
とりまく社会状況は大きく変化している。 
現行の国営公園整備は，昭和 43(1968)年の国の所得倍増計画等により
国民総生産(GNP)が世界第 2 位となった年から始まる。こうした経済成長
に支えられ，国民生活の向上とともに国営公園整備が進められてきた。 
我が国の人口は，平成 22(2010)年の国勢調査では，1 億2,806 万人3)で
あった。この調査で 0～14 歳の年少人口よりも 65 歳以上の高齢者人口の
多いことが明確となり，いわゆる少子高齢社会の到来が現実のものとなっ
てきた。この傾向は今後も続き，2050 年には 9,700 万人4)まで 口は減少
することが予測されている。 
また，我が国における国民の経済状況を示す指標の一つである「一人当
た り 国 民 所 得 」 は ， 平 成 9(1997)年 度 の 303.2 万 円5 ）を 最 高 に 平 成
3(1991)年度から平成 19(2007)年度までの平均は 291.6万円であり，横這
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いであった。しかし，平成 20(2008)年 9 月のいわゆる「リーマン・ショ
ック」後，下降し，平成 21(2009)年度には 266.0万円となった。 
こうした人口減少や所得の変化の中で平成 24(2012)年に内閣府が実施
し た 「 国 民 生 活 に 関 す る 世 論 調 査 」 に お い て は ，「 こ れ か ら の 生 活 の 力
点」をどのような面に最も力を入れたいと考えているかの調査では，食生
活や住生活等に比べ「レジャー・余暇生活」とする者が最も多い結果とな
っており，こうしたレジャー・余暇を最も力点に置く傾向が 10 年以上続
いており，国民の人口減少と高齢化，生活の多様化 1)が進んでいる。 
一方，公共事業を取り巻く環境も大きく変化している。公共事業関係費
について平成 10(1998)年度の 14.9兆円をピークに下降傾向にあり，平成
23(2011)年度には 6.2 兆円6）となっている。公共事業予算の縮減傾向に
あわせ，国営公園整備費においても平成 15(2003)年度の 295億円から，
平成 24(2012)年度予算では 128 億円と減少7)しており，国の社会資本整備
にかける予算の急速な縮減がみられる状況となっている。 
平成22(2010)年度以降，個別の事業ごとに国が支援していた地方公共団
体が実施する社会資本整備について，国庫補助金から地方公共団体の自由
度が高い交付金へ制度が変更された。このことにより，国の都市公園関連
予算の枠組みが大きく変わること 8)となり，国が都市公園をはじめとする
みどり政策へ投資する予算について，国営公園の整備に支出する割合を直
接的に把握できなくなった。我が国の都市公園政策における国営公園施策
の効果を継続的に検証する上で問題を生じさせている。 
さらに，公共施設の維持管理事業者の選定手続きに競争が導入される。
平成18(2006)年6月には，内閣官房の公共調達の適正化に関する関係省庁
連絡会議「公益法人等との随意契約の適正化について」（平成18年6月13
日）により，これまでの契約方法を見直すこととなり，国営公園の運営維
持管理業務の契約手続きの改善を図ることとなった。その後,「公共サー
ビス改革基本方針」(平成18年12月22日閣議決定)において，民間競争入札
(いわゆる市場化テスト)の対象として検討することとされ，「競争の導入
による公共サービスの改革に関する法律」(以下，「公共サービス改革法」
という)に基づく民間競争入札の手続きにより平成20年度には技術評価と
価格競争を組み合わせた総合評価方式一般競争入札を導入することとされ
た。昭和49(1974)年度から実施していた競争性のない選定方法から競争性
のある選定方法に移行し，国営公園の運営維持管理の方法に大きな変更が
みられるようになった。 
国と地方公共団体との関係は，平成 7(1995)年 5月の地方分権推進法制
定にみられるように，国及び地方公共団体が分担すべき役割の明確化や地
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方公共団体の自主性及び自立性を高め，個性豊かで活力に満ちた地域社会
の実現を図ろうとする地方分権が進展している。特に平成 22(2010)年 12
月 28 日に閣議決定された「アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に
向 け て ～ 」 に よ る と ， 国 の 出 先 機 関 の 事 務 に つ い て ，「 地 方 自 治 体 の 意
見・要望を踏まえ，事務・権限の移譲を積極的に行う」 9）こ と とされ，
国と地方公共団体が実施する様々な公園事業に関し，どちらが担うべきか
の役割分担についての，政策的課題が浮かび上がってきている。 
こうした社会背景の中で戦後から連綿と続く国が直接，都市内において
公園の整備を行う事業手法すなわち国営公園事業は大きな転換時期となっ
ていると考えられる。 
国営公園事業の将来展望については，これまで充分な考察はなされてお
らず，今後，整備予算が減少していく中で国営公園内の施設リニューアル
(再整備)や民間事業者が参入する運営維持管理の施策を行っていく上で，
施策の優先順位を検討していくための知見が不足している。 
 
２．研究の目的 
本研究は，人口減少，国民所得の変化，レクリエーションの多様化，公
共事業予算の減少，地方分権の進展，競争による事業者選定等の社会状況
の変化を踏まえ，これまでの国営公園整備ストックについて，変遷を辿り，
その過程を通観し，整理することで，第一に国営公園の多様なレクリエー
ション需要 10)へ の対応や歴史的・文化的資源を保全利用 11)す る といった
国営公園の持つ機能が，その整備した時代の社会的要請や国民ニーズに対
して，適切に対応してきたか明らかにしようとするものである。 
第二に国が都市内に直接オープンスペースを整備･管理する手法を引き
続き，保持することがオープンスペース整備を主体とした様々な国の政策
実現に必要であり，今後も保持すべき手法の一つであることを明らかにし
ようとするものである。 
第三に近年実施されている運営維持管理の動向を踏まえ，国営公園事業
が国民ニーズに適切に対応していくための課題を明らかにし，今後対応す
べき運営維持管理業務の改善方向性の示唆を得ようとするものである。 
これらにより国営公園事業の将来展望を行い，人口減少の時代へ向けて
今後対応すべき国営公園整備の方向性についての示唆を得ることを目的と
している。 
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Ⅱ．論文の構成と研究方法 
１．論文の構成 
本研究は，戦後の国による直接的な都市内のオープンスペース整備事業
である国民公園整備から国営公園整備への変遷について，分析し，類型化
を行い，予算や入園者数の推移等により時代のニーズへ対応してきた国営
公園事業の将来を展望し，人口減少の時代へ向けて今後対応すべき国営公
園整備の方向性についての示唆を得ようとするものである。論文は図１に
示すとおり，序章，第１章，第２章，第３章，第４章及び終章から構成さ
れている。 
第１章では，戦後の国による都市部における直接的な公園整備事業につ
いて，閣議決定等の国の方針決定，法令等の制定状況，都市計画法上の都
市計画決定，都市公園法上の設置すべき区域の設定・供用告示の一連の変
遷を振り返り，その過程を通観して整理を行い考察した。 
国の方針決定，法令制定，整備状況について，これまでの法制度上の分
類ではなく，①社会背景，②公園区域設定・整備形態の変遷，③公園毎の
基本方針・基本計画(以下，「基本方針等」という)の策定主体の変遷の観
点から通観した。通観にあたり国が直接的に整備してきた都市内オープン
スペース整備事業における変化の特徴を抽出し，整備事業の整理を行い，
様々な事象に対応し，発展してきた過程について時代ごとの類型化を行い
考察した。 
第２章では，これまでの都市公園関連予算の中での国営公園整備費の推
移を踏まえ，これまで供用された国営公園において正確に把握することが
できる入園料を支払っている入園者（以下，有料入園者という）の数に着
目し，有料入園者数と国営公園の供用面積及び国の豊かさを示す経済指標
である一人当たり国民所得の推移を比較し，分析を行う。また，国営公園
の多様なレクリエーション需要 10)や歴史的・文化的資源を保全利用 11)す
るといった国民のニーズへ適切に対応し，一定の整備効果のあったことを
明らかにするとともに，整備効果が十分に発揮されていない点についても
考察を行った。さらに，近年の国営公園入園者数の減少について，少子高
齢社会や一人当たり国民所得の減少による事象であるのか，あるいは国営
公園の整備内容が国民のニーズと乖離しはじめていることによるものであ
るのかを考察した。 
第３章では，現在の少子高齢社会からこれから迎える人口減少社会を見
据えて，我が国の人口動態を踏まえつつ，これまでの国営公園有料入園者
のうち「小人」料金を支払っている小中学生の動向について整理を行った。
小中学生の動向を明らかにすることで，人口減少の時代へ向けて今後対応 
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すべき国営公園整備の方向性やこれまで十分に施策の効果が発揮されてい
ない点について考察した。 
第４章では，平成 18(2006)年 6月に内閣官房の公共調達の適正化に関
する関係省庁連絡会議「公益法人等との随意契約の適正化について」（平
成 18 年 6 月 13 日）において，これまでの契約方法を見直すこととなり，
国営公園の維持管理業務の契約手続きの改善を図ることとなった。これを
契機に公共サービス改革法に基づく民間競争入札の手続き，いわゆる「市
場化テスト」により進められることとなった東京都江東区に整備した国営
東 京 臨 海 広 域 防 災 公 園 の 運 営 維 持 管 理 業 務 の 契 約 手 続 き を 事 例 と し て ，
「市場化テスト」経緯と一連の手続きの中で顕在化した技術的な課題につ
いて考察した。 
終章では，これまでの国営公園整備がその時代の国民ニーズへ対応して
きたこと，国営公園整備及び運営維持管理の今後の方向性について，どう
あるべきかについて，考察し，将来への展望として示した。 
なお，本研究で用いる言葉については以下のような考え方により用いて
いる。「国営公園整備」は，国土交通省の予算上で，国営公園整備費によ
り執行する公園整備に必要な調査，研究，工事などの事業を指している。
しかし，本研究においては，それに加え将来的な施設更新や再整備(リニ
ューアル)の概念を含んで用いている。 
「国営公園運営維持管理」は，国土交通省の予算上で，整備された公園
維持していくために必要な工事，業務などで国営公園維持管理費により執
行する事業を指している。しかし，本研究においては，それの中から国営
公 園 整 備 の 概 念 を 除 い て 用 い て い る 。 な お ，「 国 営 公 園 運 営 維 持 管 理 業
務」は，維持管理費から支出されており，民間事業者が実施する業務を指
して用いている。「国営公園事業」は，国営公園整備及び国営公園維持管
理を合わせた国営公園における全ての事業を指して用いている。 
 
２．各章の研究方法 
第１章では，戦後，国による直接的な都市内のオープンスペース整備事
業について，閣議決定等の国の方針決定，法令等の制定状況，都市計画法
上の都市計画決定，都市公園法上の設置すべき区域の設定・供用告示の一
連の変遷について，公園に関する法令等から調査し，一覧化した。 
これにより，国の方針決定，法令制定，整備状況について，これまでの
法制度上の分類ではなく，①社会背景，②公園区域設定・整備形態の変遷，
③公園毎の基本方針等の策定主体の変遷の観点から通観した。通観にあた
り国が直接的に整備してきた都市内オープンスペース整備事業における変
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化の特徴を抽出し，整備事業の類型化を行い，様々な事象に対応し，発展
してきた過程について時代ごとの類型化を行い考察した。 
第２章では，我が国における，国営公園整備着手時から現在までの都市
公園関連予算及び国営公園整備予算について推移を文献等から把握し，こ
れまでに要した国営公園整備費と供用面積を確認した。 
併せて，これまでの国営公園整備の過程における国営公園全体の入園者
数及び有料入園者数の割合と推移について，主として(財)公園緑地管理財
団が昭和 57(1982)年から平成 21(2009)年まで各年発行していた「国営公
園 管 理 の 概 要 」 12 ) 13 )か ら 抽 出 し ， 調 査 ・ 分 析 を 行 う 。 さ ら に ， 平 成
22(2010)年より「国営公園管理の概要」として全国国営公園の利用状況総
括が行われなくなったことにより，平成 21(2009)年度以降の有料入園者
数は，これまでの国営公園全体の入園者数と有料入園者数を基に推計する
ことで，補足した。これらにより，これまでの都市公園関連予算の中での
国営公園整備費の推移を踏まえ，これまで供用された国営公園において正
確に把握することができる有料入園者の数に着目し，有料入園者数と国営
公園の供用面積及び国の豊かさを示す経済指標である一人当たり国民所得
の推移を比較し，分析を行った。 
また，国営公園の多様なレクリエーション需要 10)や歴史的・文化的資
源を保全利用 11)するといった国民のニーズへ適切に対応し，一定の整備
効果のあったことを明らかにするとともに，整備効果が十分に発揮されて
いない点についても考察した。 
さらに，近年の国営公園入園者数の減少について，少子高齢社会や一人
当たり国民所得の減少による事象であるのか，あるいは国営公園の整備内
容が国民のニーズと乖離しはじめていることによるものであるのかを考察
した。 
これらの有料入園者数を中心として，これまでの供用面積の推移と一人
当たり国民所得との関係，さらに国民の余暇活動との関係について考察し
た。 
第３章では，我が国の人口推移とこれまでの国営公園整備の推移を比較
しつつ，有料入園者の動向について分析した。「大人」「小人」の区別が明
確となっている有料入園者数に着目し，「小人料金」を支払う小学生及び
中学生の入園者(以下，小人入園者という)数の推移と我が国の小中学生の
人口推移と比較しつつ，国営公園における小中学生の利用推移について分
析し，国営公園における小中学生の動向を明らかにすることで，人口減少
の時代へ向けて今後対応すべき国営公園整備の方向性についての示唆を得
た。 
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今後，限定された予算内で国営公園内の施設リニューアル(再整備)や運
営維持管理の施策展開を行っていく上で，国営公園整備内容の優先順位を
明確にして事業を行っていく必要がある。 
このため，現況下及びこれから迎える社会状況を見据えて，これまでの
国営公園の全体入園者数のうち，「小人」料金を支払っている小中学生の
動向を整理し，このように少子高齢社会にあって，国営公園の入園者数の
推移から，人口減少へ移行しつつ社会状況における国営公園整備の方向性
の知見を得ることにより，限定された予算の中で，今後，国営公園内の施
設リニューアル(再整備)や運営維持管理の施策を行っていく上で，政策立
案や施策の優先順位の検討が容易となり，より国民ニーズに合致した公園
整備が可能となると考える。さらに，有料入園者数における高齢者動向に
触れつつ，国民の余暇活動傾向の考察を行い，これまでの国営公園整備が
国民ニーズに適切に対応してきたかについて検証し，人口減少となる社会
における今後の国営公園事業についての方向性を明らかにした。 
第４章では，平成 22(2010)年 4月に国土交通省関東地方整備局と民間
事業者の間で 3 箇年の複数年契約を締結した東京都江東区に整備した国営
東京臨海広域防災公園の運営維持管理業務について，関東地方整備局が実
施した本業務における「入札説明書」の交付を受けた事業者へのアンケー
ト結果，閲覧資料又はホームページに公表されている入札参加状況，評価
結 果 等 を 用 い て ， 新 た な 運 営 維 持 管 理 方 法 の 事 例 と し て ，「 市 場 化 テ ス
ト」経緯と一連の手続きの中で顕在化した技術的な課題を明らかにした。 
終章では，これまでの国営公園整備がその時代の国民ニーズへ対応して
きたこと。国営公園整備及び運営維持管理の今後の方向性について，どう
あるべきかについて，考察し，将来への展望として示した。 
なお，これまでに国営公園整備について，行政機関等から国営公園の全
体入園者数や予算に関する多くの情報が公開され，国営公園事業の現況や
方向性について示されている 14)15)16)が ， 国営公園整備をストックとして
捉え，国民生活に対する国営公園事業の有効性について直接検証している
も の は み ら れ な い 。 ま た ， こ れ ま で に 佐 藤 (1976)17 )は 「 国 営 公 園 の 増
設」として昭和 22(1947)年から昭和 51(1976)年までの旧皇室苑地から国
営公園の法制化の経緯について示しているが，国民生活との関係性や整備
の効果については触れられていない。また，蓑茂ら(1990)18)に よ り昭和
20 年代から平成へ入るまでの都市公園の発展の経緯の中で，昭和 50 年代
以降の都市公園の整備について社会情勢や国民の多様な要請を踏まえるこ
とで，公園整備の成果があげられ，国営公園もその一つとしているが，国
営公園をストックとして捉え，我が国の経済指標である一人当たり国民所
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得との関係から，国営公園の整備についての効果は考察されていない。 
このように国が主体となった都市内のオープンスペース整備事業につい
て，①社会背景，②公園区域設定・整備形態の変遷，③公園毎の基本方針
等の策定主体の変遷の観点から，これまでの整備事業を総括的に述べてい
るものは見られない。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１章 国営公園の発祥と整備の変遷
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第１章 国営公園の発祥と整備の変遷 
Ⅰ 国営公園の発祥 
国営公園の変遷を辿ると，その端緒として，昭和 20(1945)年の第二次
世界大戦後，国民の慰楽，保健，教養等国民福祉のために確保し，平和的
文化国家の象徴となるよう昭和 22(1947)年 12 月 27 日の閣議決定 19)により
国が管理を行うこととなった旧皇室苑地等の整備事業がある。都市内にお
けるオープンスペースを整備・管理する一連の法制度が十分に整っていな
い状況下 20)で ， 国の直接的な都市内のオープンスペース整備事業として
国は新宿御苑に整備のための建設院の直接整備機関を設置し，整備を行っ
た 21)こ と が，その後の国営公園制度として整備から管理までの法制度に
明確に位置づけられ，今日の国営公園制度へつながっている。 
 
１．公園緑地と国民の要望 
明治６(1873)年の太政官布達第 16 号22)に お いては，府県が指定した
「土地」が「公園」となっており，その後の都市内で設置される公園は，
専ら国の出先機関である都道府県知事が整備・管理するもの，又は市町村
長が整備・管理(都道府県知事からの委任を含む)するものがほとんどであ
り，一部の神社林整備 23)や 関東大震災後の帝都復興事業 24)を 除 き，国が
直接「国の公園」として，整備しているものはなかった。 
第二次世界大戦後，日本国憲法や地方自治法の施行により「国と地方」
の制度が戦前と大きく変わることにより，新たな国による都市内オープン
スペース整備が始まり，現在まで受け継がれ，展開している。都市内オー
プンスペース整備として，国民の慰楽，保健，教養等国民福祉のために確
保し，平和的文化国家の象徴となるよう閣議決定 19)により国が管理を行
うこととなった旧皇室苑地等の整備事業がある。都市内におけるオープン
スペースを整備・管理する一連の法制度が十分に整っていない状況下で，
国の直接的な都市内のオープンスペース整備事業として整備を行ったこと
が，その後の国営公園制度として整備から管理までの法制度に明確に位置
づけられ，今日の国営公園制度へつながっている。 
 
２．終戦後の国整備の国民公園 
国民公園は，昭和 22(1947)年 5月に施行された日本国憲法第 88 条の
「すべて皇室財産は，国に属する」及び「皇室財産の財産税対象 25)」 に
より，皇室苑地が国へ属することとなり，同年 12 月 27 日「旧皇室苑地の
運営に関する件」の閣議決定により国が管理を行うこととなったオープン
スペースである。 
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整備は，既に都市計画公園 26)と な っていたことから，都市計画事業を
所掌していた建設院 27)が 行 うこととされたが，戦前の公園整備は，国の
出先機関である都道府県知事(又は市町村長)が整備・管理するものであり，
昭和 22(1947)年４月の地方自治法施行により都道府県は国の出先機関で
はなくなった。地方自治体となったことから，これまでの執行体制では公
園を整備できない状況が生じていたと考えられる。 
このため，建設院は昭和 23(1948)年 4 月に直接整備を行う機関として
新宿御苑内に園地整備のための出張所を設置している。この出張所が，そ
の後，国営公園工事事務所となり，建設省設置法に基づく「公共空地及び
保勝地の整備」として，都市内オープンスペース整備を行っていくことと
なる。 
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Ⅱ 国の整備による都市内オープンスペース 
１． 昭和 38 年の閣議決定による霞ヶ関公園，北の丸公園 
霞ヶ関公園及び北の丸公園は，戦前，旧日本軍が使用していた土地であ
ったが，国民公園を整備していた国の工事事務所が国民公園整備から国営
公園整備に着手するまでの間，国有地の苑地整備を行った。こうしたオー
プンスペース整備事業が連続して継続されたことは，工事の技術的・事務
的な知見や手法が散逸せず，蓄積されたことが，その後の国営公園事業に
引き継がれた。 
 
（１）霞ヶ関公園 
霞ヶ関公園は，現在の国会議事堂前庭であり，戦前は旧陸軍参謀本部等
が置かれていた。昭和 29(1954)年 5月の首都建設法に基づく首都建設委
員会による「中央官衙地区整備に関する計画（霞ヶ関地区の街路網及び公
園の都市計画決定について）」を経て，昭和 34(1959)年首都圏整備法に基
づく首都圏整備委員会による首都官衙地区整備計画により計画され，昭和
38(1963)年 6 月「国会周辺の緊急整備について」の閣議決定 28)により整
備された 29)30)31)。 
 
（２）北の丸公園 
現在の北の丸公園であり，戦前は旧近衛師団司令部等が置かれていた。
昭和 21(1946)年 4月「戦災復興都市計画御濠緑地」として都市計画決定
され，昭和 34(1959)年４月総理府に皇居造営審議会が設置され，同 10 月
に「早期公園化を図ること」の答申が出された。その後，公園事業は都市
計画事業で東京都知事が行うこととなった 32)が，昭和 38(1963)年 5 月の
閣議決定により，「北の丸地区は皇居外苑の一部とし，森林公園として整
備すること」とされ，建設省が整備を行っている。 
 
２．国営公園の制度化 
現在の国営公園制度は，都市公園法に基づき，国土交通大臣が整備・管
理を行うこととされており，これまでに 17 公園の整備を行っている。当
初は，昭和 43(1968)年 10月「明治百年記念事業として行う国営森林公園
の設置について」の閣議決定により，武蔵丘陵森林公園の整備が着手され，
また，昭和 45(1970)年 12月「飛鳥地方における歴史的風土および文化財
の保存等に関する方策について」の閣議決定に基づき，飛鳥歴史公園の整
備に着手されている。その後，昭和 51(1976)年 5月の都市公園法改正に
より現行の国営公園制度が法制度化され，現在の「一の都府県の区域を越
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えるような広域の見地から設置する都市計画施設である公園又は緑地」の
イ号公園(以下，「イ号」と称す)と「国家的な記念事業や我が国固有の優
れた文化的資産の保存・活用を図るため閣議決定を経て設置する公園又は
緑地」のロ号公園(以下，「ロ号」と称す)の２区分となった。ロ号公園の
整備決定に際しては，「閣議決定」という内閣の手続きが必要となってお
り，法制度前に整備着手していた２公園の整備決定の枠組みがロ号公園と
して，位置づけられている。 
一方で，広域の見地から設置する公園をイ号公園としている。当初は，
レクリエーション需要への対応のみであったが，平成 15(2003)年 3 月の
都市公園法施行令改正により，「災害時に広域的な災害救援活動の拠点と
なるもの」を追加している。イ号公園の配置，規模，位置及び区域の選定
並びに公園施設の整備について，基準が定められている。 
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Ⅲ 国営公園の整備と時代背景 
１．国営公園整備の時代区分 
第 2 次世界大戦後，国が都市内に整備してきた旧皇室苑地，霞ヶ関公園，
北の丸公園，国営公園について，整備経緯(都市計画決定(都決)，閣議決
定，設置区域告示，開園，供用開始の時期)及び昭和 22(1947)年の日本国
憲法施行，昭和 31(1956)年の都市公園法，昭和 51 年の都市公園法改正
(国営公園の制度化)等の法制度経緯について，図 2 に一覧した。 
これまで，国営公園は法制度上の分類として，設置目的によりイ，ロ号
の２区分で国営公園事業の整理がなされてきたが，国が都市内に整備して
きたオープンスペースである旧皇室苑地や国営公園の整備過程を通観する
ことにより，今回，新たな視点として，①社会背景，②公園区域の設定・
整備形態の変遷，③公園毎の基本方針等の策定から整備までの主体の変遷
の観点から，探察すると，国営公園事業に一連の連続性はあるものの，あ
る時点において変化点があり，この変化点毎に区分することで，特徴のあ
るまとまりが確認できる。これを整理・類型化し，次の５期に分けて考察
した。 
 
（１）終戦からの復興期(昭和 20 年～40 年頃) 
この時期の特徴は，旧皇室苑地等を対象に皇居外苑，新宿御苑，白金御
料地，霞ヶ関公園，北の丸公園にみることができる。 
昭和 20 年代以降 40 年頃までに整備着手された公園の特徴としては，戦
後，憲法を含む法制度が大きく改正され，皇室財産のうち苑地の取り扱い
について，国によるオープンスペース整備が進められこととなった。法的
な計画・整備制度が無い中で，設置決定から設計まで内閣及び内閣総理大
臣による意思決定・関与が行われている。 
中でも昭和 30 年代に整備着手された公園の特徴としては，旧皇室苑地
の整備が進められる中で，霞ヶ関公園，北の丸公園にみられる事業は戦後，
緑地として計画された都心に残された旧日本軍用地について，天皇陛下の
還暦記念や東京オリンピックを契機に首都におけるオープンスペース整備
を進捗させ，国際社会への復帰を内外に示す必要があり，国によるオープ
ンスペース整備が進められた。設置決定から設計まで建設省だけでなく他
の省庁を含んだ国の委員会や審議会による意思決定・関与が行われていた
期間をⅠ期として分類した。 
戦後の新憲法施行後の法的な計画・整備制度が無い中で，皇室の苑地や
軍の用地について，その整備にかかる基本方針等が策定された。策定は，
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旧皇室苑地 国苑地
国の方針決定等(事業法令および関連法令と組織）
越
後
丘
陵
閣議決定等
法令等 祝戸
石
舞
台
甘
樫
高
松
塚
キ
ト
ラ
昭和20年(1945)
昭和21年(1946) S21.11.03 日本国憲法　公布
昭和22年(1947) S22.04.17 地方自治法
S22.05.03 日本国憲法　施行
S22.12.26 建設院設置法
S22.12.27 閣議決定　「旧皇室苑地の運営に関する件」
昭和23年(1948) S23.04 建設院 関東地方建設局 京浜工事事務所新宿出張所設置 整備着手
S23.07.08 建設省設置法 整備着手
S23.09 建設院 関東地方建設局 国営公園工事事務所　設置
S23.12.22 内閣府決定　「旧皇室苑地運営審議会に関する件」：審議会の設置
昭和24年(1949)S24.01.14 閣議了解　「旧皇室苑地運営審議会委員」：審議会委員の選定
S24.04.20 審議会→内閣総理大臣「旧皇室苑地整備運営計画に関する報告」：基本方針の明示 整備完了
昭和25年(1950) 整備着手
昭和26年(1951)
昭和27年(1952)
昭和28年(1953)
昭和29年(1954)
昭和30年(1955)
昭和31年(1956) S31.04.20都市公園法
昭和32年(1957)
昭和33年(1958)
昭和34年(1959)S34.04.06「首都官衙地区整備計画」首都圏整備委員会：内閣総理大臣 整備着手
S34.05.「霞ヶ関公園基本設計方針」建設省
昭和35年(1960)
昭和36年(1961)
昭和37年(1962) 整備完了
整備完了
昭和38年(1963)S38.05.21「皇居周辺北の丸地区の整備について」 整備着手
S38.06.28「国会周辺の緊急整備について」（実施の繰り上げ）
昭和39年(1964)
昭和40年(1965)
昭和41年(1966)S41.04.15「明治百年記念準備会議について」閣議決定 整備完了
S41.11.02「明治百年記念項目」第3回明治百年記念準備会議決定
　　（大都市に記念森林公園の建設整備　等）
昭和42年(1967)S42.04.10「明治百年記念森林公園の位置選定について」建設省発表
（東京湾埋立地、武蔵丘陵、富士高原の３箇所より選定）
昭和43年(1968) S43.03.12都決
S43.10.18「明治百年記念事業として行う国営森林公園の設置について」 S43.10.18閣議決定
昭和44年(1969) 整備完了
昭和45年(1970)S45.12.18「飛鳥地方における歴史的風土および文化財の保存等に関する方策について」 S45.12.18閣議決定(祝戸)
S45.12.18閣議決定(石舞台)
S45.12.18閣議決定（甘樫丘）
昭和46年(1971)S46.05.27「飛鳥国営公園の整備方針について」建設大臣決定
S46.07.30都決(祝戸)
S46.07.30都決(石舞台)
S46.08.16「都市における公園緑地等の計画的整備を推進するための方策について
昭和47年(1972)S47.04.06「都市における公園緑地などの計画的整備を推進する方策に関する第二次答申
S47.06.15 都市公園等整備緊急措置法(緊措法)
昭和48年(1973)
S49.01.18都決(甘樫丘)
昭和49年(1974) S49.07.22開園
S49.07.22開園(祝戸)
昭和50年(1975)S50.07.15「沖縄国際海洋博覧会を記念する公園の設置」閣議決定 S50.07.15閣議決定
S50.05.17都決
昭和51年(1976) S51.03.21都決
S51.05.25 都市公園法改正（国営公園制度） S51.08.00開園
S51.07.29都市において緑とオープンスペースを確保する方策としての S51.09.01供用
緑のマスタープランのあり方のについての答申 S51.09.01供用(石舞台)
S51.09.20都決
S51.10.22都決(高松塚)
S51.10.29「飛鳥地方における歴史的風土および文化財の保存等に関する方策」閣議決定 S51.10.29閣議決定(高松塚)
（歴史的風土及び文化財の保存等に関する方策の
　　一環としての都市公園の整備について）（高松塚周辺地区の追加） S51.12.20設区
昭和52年(1977) S52.1.19設区
S52.02.07設区
S52.02.07設区
S52.02.28「国営飛鳥歴史公園の整備方針」建設大臣変更
昭和53年(1978) S53.01.17都決
S53.08.30設区
昭和54年(1979)S54.08.20 今後の都市公園等の整備と管理のあり方について　答申
（国営公園整備の拡大、長期的に全国に20箇所程度、
　　都市公園の整備・管理のための組織体制（公園緑地事業団）の整備　他）
S54.11.30「天皇陛下御在位五十年記念事業として行う国営昭和記念公園の設置」閣議決定 S54.11.30閣議決定
S55.03.31概成
昭和55年(1980) S55.04.01供用(甘樫丘)
S55.04 国営公園工事事務所廃止
S55.08.26 都市における総合的な緑化を推進するための方策についての中間答申
昭和56年(1981) S56.02.27都決
S56.03.30設区
S56.05.22 緊措法改正・延伸（ｶﾝﾄﾘｰﾊﾟｰｸの創設）
S56.10.09都決
S56.10.20都決
S56.10.20供用
S56.11.20都決
S56.11.27都決
昭和57年(1982) S57.2.16設区
S57.06.30都市における総合的な緑化を推進するための方策についての第二次答申
S57.12.14都決
昭和58年(1983) S58.04.14都決
S58.05.10良好な市街地の形成を図るための都市整備の具体的方策についての中間答申
昭和58年(1983) S58.10.26供用
S58.07.23供用
昭和59年(1984) S59.8.9設区
S60.01.31都決
昭和60年(1985)S60.08.01「今後の下水道整備は以下にあるべきか及び今後の都市公園等の S60.10.23供用(高松塚)
　整備と管理はいかにあるべきか」についての答申(防災公園、特定財源化の検討） S61.03.29設区 S61.3.29設区
昭和61年(1986) S61.04.22緊措法改正・延伸 S61.4.24設区
S61.08.29都決
S61.11.28「沖縄復帰記念事業として行う都市公園の整備」閣議決定（首里城地区の追加） S61.11.28閣議決定
昭和62年(1987)S62.06.30「四全総」閣議決定 S62.5.20設区
S62.09.04緊措法改正（NTT無利子貸付の創設） S62.10.31供用
昭和63年(1988) S63.1.28設区 S63.1.23設区
S63.1.28設区
平成元年 (1989) H元.08.04供用
平成２年 (1990)H02.07.23「今後の都市公園等の整備と管理及び都市緑化の推進はいかにあるべきか」に
ついての答申（財政投融資資金の活用、技術情報の提供） H02.11.19都決
H02.11.19都決
平成３年 (1991) H03.01.22都決
H03.03.30 緊措法改正・延伸
H03.04.16設区 H03.10.05供用
平成４年 (1992) H04.05.06設区
H04.05.12設区
H04.10.27「我が国固有の優れた文化的資産である吉野ヶ里遺跡の保存 H04.05.12設区
及び活用を図るための都市公園の設置について」閣議決定 H04.10.27閣議決定(吉野ヶ里)
平成５年 (1993) H05.03.15都決
平成６年 (1994) H06.12.20都決
平成７年 (1995) H07.04.14供用
平成８年 (1996) H08.06.05 緊措法改正・延伸
平成９年 (1997) H09.02.28都決(神戸)
H09.03.25設区
H09.03.25設区
H09.09.01設区
H09.12.05 緊措法改正(財政構造改革：五箇年→七箇年)
平成10年(1998) H10.04.18供用
H10.07.30供用
平成11年(1999)
平成12年(2000)
H12.12.05設区
平成13年(2001)H13.03.16「飛鳥地方における歴史的風土及び文化財の保存等に関する
方策の一環としての都市公園の整備について」閣議決定（キトラ古墳周辺地区の追加）
H13.03.16閣議決定(キトラ) H13.04.21供用
H13.06.14 都市再生プロジェクト第一次決定：都市再生本部決定
（東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備） H13.12.14都決(キトラ)
平成14年(2002) H14.03.21供用
平成15年(2003) H15.03.28 都市公園法施行令改正（広域的な災害救援活動の拠点となる国営公園の追加）
H15.03.31 緊措法廃止
H15.03.31 社会資本整備重点計画法
H15.11.06都決
平成16年(2004) H16.06.18 都市公園法改正（立体公園制度） H16.03.01設区
H16.07.24供用
平成17年(2005)
平成18年(2006) H18.12.20「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）」施行
平成19年(2007)
平成20年(2008) H20.10.28閣議決定(平城宮跡)
平成21年(2009) H21.03.06都決(平城宮跡)
H21.07.18供用
平成22年(2010) H22.05.22概成
H22.07.01供用・概成
平成23年 (2011)
滝
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図2 国が直接整備した都市公園等の事業展開 
・文献12),33),34)より作成 
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内閣及び内閣総理大臣による意思決定や関与が行われ，国として都市内の
オープンスペース整備における技術的知見を取得・蓄積し，現在の国営公
園制度の源流となった期間として，「萌芽期」（Ⅰ期）にあたり,「戦後か
らの復興期」と位置づけ,類型化した。 
 
（２）高度経済成長と環境意識の形成期(昭和 40 年頃～50 年頃) 
この時期の特徴は，武蔵丘陵森林公園，飛鳥歴史公園にみられることが
できる。 
昭和 40 年頃から 50 年頃に整備着手された公園の特徴としては，我が国固
有の文化的資産である古都や歴史的風土を保存する「古都における歴史的
風土の保存に関する特別措置法」(以下，「古都保存法」という)が昭和
41(1966)年 1月に制定され，昭和 45(1970)年 12月には「飛鳥地方におけ
る歴史的風土及び文化財の保存等に関する方 
策について」閣議決定され，文化財周辺について，飛鳥歴史公園の区域３
箇所を都市計画公園として，整備することとなった。 
また，昭和 43(1968)年が明治百年にあたることから，国によるオープ
ンスペース整備の検討が進められ，同年 10 月に「明治百年記念事業とし
て行う国営森林公園の設置」閣議決定された。位置選定，区域設定，用地
取得，設計施工まで，建設省が主体的に行っている。基本方針等の策定は，
Ⅰ期に比べ内閣総理大臣から建設大臣へかなりの事務が移行され，設計に
当たっては，「設計競技」を導入し，建設大臣が基本設計の作成要綱や審
査会委員を定め，最終的に建設大臣が決定している。Ⅰ期と比較すると建
設省がより主体的に意思決定に関与していることが窺える。 
大 都 市 を 中 心 に 急 速 な 都 市 化 が 進 み ，「 文 化 財 保 全 」 や 「 み ど り の 保
全」に対する国民的要求が高まった時期であり，昭和 41(1966)年 1 月に
「古都保存法」が施行されるとともに，同年 11 月に「国土の緑化」とし
て大都市に記念森林公園の整備が明治百年記念事業の望ましい項目の一つ
として，内閣総理大臣が主宰する「明治百年記念準備会議」において決定
されるなど，政府の方針として，公園設置について，閣議決定している。
区域設定，基本方針等の策定，整備，管理まで，整備主体である建設省が
主体的に関与している現在の国営公園の直接的な原型が形成された期間と
して，「展開期」（Ⅱ期）にあたり,「高度経済成長と環境意識の形成期」
と位置づけ,類型化した。 
 
（３）広域レクリエーション活動の高揚期(昭和 51 年～60 年頃) 
この時期の特徴は，海の中道海浜公園，淀川河川公園，滝野すずらん丘
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陵公園，昭和記念公園，常陸海浜公園，木曽三川公園，みちのく杜の湖畔
公園，備北丘陵公園，讃岐まんのう公園，沖縄記念公園，越後丘陵公園に
みられることができる。 
昭和 51 年から 60 年頃に整備着手された公園の特徴としては，都市公園
法上，建設大臣の所掌及び分掌事務が明確化され，基本方針等の策定は，
具体の計画・設計を実施する建設省の各地方支分部局長に基本的に委ねら
れ，公園毎に様々な分野の有識者からなる委員会が設置・検討され，策定
している。各地方ブロック毎にイ号公園整備が進められ，この時期に整備
着手している。レクリエーション需要に対応するため，河川敷や丘陵地に
おける公園区域の設定がなされ，整備主体である建設省の関与が大きくな
っている。一方で，在日米軍基地等の返還による跡地の土地利用として，
公園区域が設定されている。表 1 に示すとおり，３公園で1,069haであり，
国営公園全体の計画面積の約 9.2％となっている。 
昭和 51(1976)年の都市公園法改正により国が設置する公園又は緑地に
ついて，整備・管理する法的体系が整い，国営公園のイ，ロ号の区分がな
され，広域的なレクリエーション需要に対応するため，イ号公園は各地方
ブロック毎に整備が進められた。また，世界情勢の変化により，昭和 40
年代後半から在日米軍基地等の返還による跡地利用の形態として，大規模
公園設置が検討され，国営公園としての土地利用が見られるようになった。 
さらに，昭和 47(1972)年以降，都市公園等整備緊急措置法に基づく数
次にわたる整備五箇年計画等の計画額の推移を表 2 に示す。この整備計画
策定により，国全体の都市公園予算を伸ばそうとした時期であり，国営公
園だけでなく地方公共団体の都市公園整備が進捗 35)した期間として，「発
展期」（Ⅲ期）にあたり,「広域レクリエーション活動の高揚期」と位置づ
け,類型化した。 
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表 1 在日米軍用地の返還による跡地利用の公園 
公園名 計画面積(ha) 
海の中道海浜公園   539 
昭和記念公園   180 
常陸海浜公園   350 
国営公園全体(H24.3 現在) 11,563 
出典：公 園 緑 地 マ ニ ュ ア ル 34) 
 
 
表 2 都市公園等整備五(七 )箇年計画の計画額の推移  
 年度 
計画額（億
円） 
前計画か
らの伸率 
第１次 S47～S50       9,000 - 
第２次 S51～S55      16,500 1.83 
第３次 S56～S60      28,800 1.75 
第４次 S61～H2      31,100 1.08 
第５次 H3～H7      50,000 1.61 
第６次 H8～H14      72,000 1.44 
出典：公 園 緑 地 マ ニ ュ ア ル 35) 
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（４）国民生活の安定期 (平成元年～10 年頃)  
この時期の特徴は，アルプスあづみの公園，明石海峡公園，吉野ヶ里歴
史公園にみられることができる。 
平成元年から 10 年頃に整備着手された公園の特徴としては，既に全国
において，整備着手されてきた国営公園であるが，広域レクリエーション
需要に対応するため，ブロック内に２箇所目となるイ号公園の整備に着手
している。公園区域の設定では，これまでの大規模な公園を単独で一地区
整備する手法ではなく，計画当初より二地区を一つの公園とみなして，都
市公園法施行令の規模基準を満たす区域設定が見られる。また，管理者が
異なる国営公園と地方公共団体の都市公園や緑地を一体的に計画し，それ
ぞれが整備・保全することにより，公園緑地としての効用を相乗的に一層
発揮させようとする整備手法が見られる。 
さらに，歴史的な遺跡等の発見に伴い，文化財保護法による「特別史
跡」周辺について，平成４(1992)年 10 月に飛鳥歴史公園から 22 年ぶりに
歴史公園のロ号公園として吉野ヶ里歴史公園の閣議決定がされた。公園区
域の設定は，国営公園と県立公園の一体となった区域となっている。基本
方針等の策定手続きはⅢ期と同様である。 
こうした広域レクリエーション需要に対応するため，ブロック内に２箇
所目となる公園の整備着手や二地区のように複数地区を分散させる整備手
法や管理者が異なる公園を一体的に整備するなど整備手法の多様化が見ら
れた期間として，「充実期」（Ⅳ期）にあたり,「国民生活の安定期」と位
置づけ,類型化した。 
 
（５）国民生活の成熟期(平成 10 年～現在)  
この時期の特徴は，東京臨海広域防災公園，新規区域を追加する飛鳥
歴史公園にみられることができる。 
平成 10 年以降に整備着手された公園の特徴としては，概ねの整備が完
了（以下，概成という）していた国営飛鳥歴史公園について，キトラ古
墳の発見に伴い平成 13(2001)年 3月にキトラ古墳周辺地区の追加が閣議
決定され，平成 20(2008)年 10月には，平城宮跡を既存の「国営飛鳥歴
史公園」と一体的に整備を進める国営公園として，「国営飛鳥・平城宮跡
歴史公園 平城宮跡区域」を閣議決定した。 
また，平成 15(2003)年には防災拠点整備の必要性が高まったことを踏
まえ，都市公園法施行令の改正を行い，広域的な災害救援活動の拠点と
な る 国 営 公 園 に つ い て ， イ 号 公 園 の 一 形 態 と し て 追 加 を 行 っ て い る 。
「防災拠点」としての機能が付与された国営公園は，これまでのイ号公
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園やロ号公園とは異なり内閣に設置された「都市再生本部(本部長：内閣
総理大臣)」 (その後，平成14(2002)年 6 月 1日に都市再生特別措置法
が施行され，都市再生本部は法に基づく組織へ移行)が決定した都市再生
プロジェクトにより「防災拠点の整備」が決まり，その後，関係省庁と
南関東の都県市による協議会「首都圏広域防災拠点整備協議会」を設置
し，整備計画が策定されている。 
こうした基本方針等の策定経緯は，イ号公園でありながら内閣の関与が
行われるなど，これまでのイ号公園の経緯とは異なる形態となっており，
Ⅰ期に近いといえる。 
概成した公園について，新たな地区の追加や我が国を代表する歴史・
文化資産の一層の保存・活用を図ることを目的として区域を追加する公
園が見られるとともに，平成７(1995)年 1 月の阪神・淡路大震災等を契
機に都市防災拠点整備の観点から，これまでのイ号公園とは異なる公園
区域が小さく，政策目的に合致した公園整備が現れた期間として，「変換
期」（Ⅴ期）にあたり,「国民生活の成熟期」と位置づけ,類型化した。 
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Ⅳ 国営公園整備のあゆみ 
これまでに国営公園は，法制度上の設置目的の違いによるイ号とロ号
の二形態から考察されることはあったものの，これまでに国が都市内に
整備してきたオープンスペースである旧皇室苑地や国営公園の整備過程
について①社会背景，②公園区域設定・整備形態の変遷，③公園毎の基
本方針等策定から整備・管理までの主体の変遷の３観点から通観し，考
察することはなされてこなかった。 
そこで本研究において，この３つの観点と国営公園整備事業の関係を
分析することで変遷の変化点を抽出し，国営公園整備事業を５期に類型
化し，それぞれの特徴を表 3 に示すとおり明らかにした。 
①社会背景の変遷の観点からは，戦後の旧皇室苑地の取り扱い，東京
オリンピック開催前における都心部にある旧軍用地の取り扱い，急速な
都市化に伴う歴史的風土保存への気運の高まり，明治百年等の国家的記
念事業，在日米軍跡地利用，広域レクリエーション需要の高まり，我が
国固有の優れた文化的資産の保存及び活用，防災拠点整備など，その時
代に国が関与しなくてはならない都市内オープンスペース整備事業が戦
後途切れることなく，タイミング良く連続したことにより，国による都
市内のオープンスペース整備事業が継続的に行われてきていることが確
認できた。 
②公園区域設定・整備形態の変遷の観点からは，国が整備してきた都
市内オープンスペースについて，具体の公園整備にあたり，周辺も含め
どのように公園区域が設定され，整備されてきたか整備対象空間から分
類を行ったものを表 4 に示した。整備対象のオープンスペースは，まず
従前にあった土地を公園として整備した「従前苑地」型(Ⅰ期)から，次
に公園の位置選定も含んだ「大規模単独」型や「文化的資産周辺」型と
「複数分散」型の複合タイプがみられる。これらは国によるオープンス
ペース整備の類型時期のⅡ期にあたる。さらに，主に丘陵地に整備され
た「大規模単独」型，河川敷に整備された「複数分散」型がみられ，類
型時期はⅢ期にあたる。類型時期Ⅳ期では，「周辺一体」型と組み合わさ
る「複数分散」型と「文化的資産周辺」型の２種類の複合タイプがみら
れる。類型時期Ⅴ期では，「小規模単独」型と「周辺一体」型の複合タイ
プがみられる。 
こうした推移及び現下の国の財政状況から推察すると，過去あったよ
うな「大規模単独」型の整備は今後，困難と考えられる。一方で，「複数
分散」，「周辺一体」，「小規模単独」，「文化的資産周辺」については，今
後の整備において，状況に応じた組み合わせにより，一層の整備手法の
 23 
 
表3 国によるオープンスペース整備の時代背景による類型 
類型 時期(期) 整備の特徴 
終戦からの復興期 
（萌芽期） 
昭和20年～40
年頃 
Ⅰ期 
戦後の土地利用転換に伴う首都整
備の一環、国際社会への復帰 
高度経済成長と環境意識の形成期
（展開期） 
昭和40年～50
年頃 
Ⅱ期 
急速な都市化に対する歴史的資産
やみどりの保全 
広域レクリエーション活動の高揚
期（発展期） 
昭和51年～60
年頃 
Ⅲ期 
経済成長に伴うレクリエーション
需要への対応 
国民生活の安定期 
（充実期） 
平成元年～10年
頃 
Ⅳ期 
地方公共団体との連携による公
園・緑地整備 
国民生活の成熟期 
（変換期） 
平成10年～現
在 
Ⅴ期 新たな政策目的への対応 
 
 
表4 国によるオープンスペース整備の整備形態による類型 
国によるオープン
スペース整備の類
型時期(表3より) 
整備対象の 
オープンスペース 
類型化の概要 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 
従前苑地 
既に公園となる用地確保(土地利用が確定)され
ている箇所を整備 
○     
大規模単独 一箇所で大規模な公園を整備  ○    
文化的資産周辺 
文化的資産の保存と活用の観点から区域設定
し，整備 
 ○  ○  
複数分散 一つの公園として，複数区域を整備  ○  ○  
周辺一体 
管理者が異なる公園を隣接させるなど周辺環境
を一体で整備 
   ○  
小規模単独 一箇所で小規模な公園を整備     ○
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多様化が進むと考えられた。 
③基本方針等の策定から整備・管理までの主体の変遷の観点からは，関 
与の度合いに応じ，ア)内閣府等，イ)国土交通省(建設院，建設省等)，
ウ)それ以外の者(環境省，国会等)と国の機関を分類し，整備決定から管
理までの一連の事務処理について，ⅰ整備の決定，ⅱ位置の選定，ⅲ基本
方針等の策定，ⅳ整備，ⅴ管理の５区分から整理し，比較したものを表 5
に示す。これにより公園整備の一連の過程について，一律ではないことが
確認できた。 
都市公園法改正以前の都市内オープンスペース整備の基本方針等策定に
おいて，Ⅰ期では，公園計画の策定過程に閣議決定や内閣総理大臣など整
備主体である建設省以外の関与が見られたが，国営公園が制度化されたⅡ
期以降，整備は建設省(現在は国土交通省)が主体となって基本方針等を策
定してきた。 
法制度化に伴い，イ号公園である一の都府県の区域を超えるような広域の
見地から整備された国営公園では，位置の選定から基本方針等の策定は主に
整備主体である建設省内部の検討会において検討され，整備が進められてき
た。 
一方で，平成 10 年からのⅤ期では，整備された国営公園の特徴として，
社会的に必要性が高まった「広域的な災害救援活動の拠点」となる東京臨
海広域防災公園は，「都市再生プロジェクト」として，スタートし，最終
的にイ号の国営公園として整備されており，その過程は国土交通省のみな
らず内閣府等との協力・連携や専門家からの意見を反映させている点等で
Ⅰ期に類型化された旧皇室苑地の整備過程と類似性が高いことが明らかに
なった。 
また，ロ号公園である国家的記念事業や我が国固有の優れた文化資産の
保存･活用を目的として整備される国営公園では，文化的資産周辺を整備
することから，これまでにも文化庁との協力・連携が見られたが，歴史・
文化への国民意識の一層の高まりにより，飛鳥歴史公園のように柔軟に既
存公園へ新たな地区や地域を追加し，新たな発見への対応や事業進捗に対
応する形態がみられた。  
これらのことから，国の直轄事業によるオープンスペース整備は，図 3
に示した従前土地の自然や文化的資産等を活用する「資源依存型」と都市
住民の高いレクリエーション需要等を満たすことが求められた「利用者本
位型」の混在した空間整備であったことが考えられ，戦後，継続的に国民
生活の変化等の社会状況の変化に即応し，整備を行うための対応を行って
きていることが明らかになった。 
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国による直接的な整備は，その当初の過程から継続的に，基本方針等の
策 定 や 公 園 整 備 の 技 術 的 知 見 を 蓄 積 し ， 制 度 構 築 を 適 切 に 行 い ， 昭 和
51(1976)年の都市公園法を改正することにより国営公園を制度化したこと
で，公園計画事務が明確となり，事務が分掌されたことにより全国に国営
公園整備が促進されたことが明らかになった。 
さらに，社会状況に対応した国の方針決定，様々な関係機関と協力・連
携した基本方針等の策定，整備形態の組み合わせの多様化等により複合的
に構成されてきた国のオープンスペース整備事業は，画一的な整備手法に
固執せず，様々な社会条件に対して，柔軟に対応してきたことが明らかに
なった。 
こうした戦後の国有地におけるオープンスペース整備として体系的に研
究された事例は散見されず，国が直接，オープンスペースを整備・管理す
る法制度・整備手法については，社会要請に対応し，高度化する運営維持
管理と併せ，様々な国の政策目的を実現させる手法として，引き続き時代
や状況に応じた改良を加えつつ，保持し続ける必要があると考えられた。 
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表5 オープンスペースの整備変遷各期における 
代表的な公園事業主体の比較 
ⅰ整備の
決定
ⅱ位置の
選定
ⅲ基本方針
等の策定 ⅳ整備 ⅴ管理
－
Ⅱ期
Ⅳ期 －
Ⅴ期
凡例：
：ウ)他の者(環境省，国会等)
東京臨海広域防災公園(イ号)
：ア)内閣府等の関与が大
：イ)国交省(建設院，建設省等が主)
Ⅲ期 滝野すずらん丘陵公園(イ号)昭和記念公園(ロ号)
吉野ヶ里歴史公園(ロ号)
Ⅰ期 新宿御苑霞ヶ関公園
武蔵丘陵森林公園(ロ号)
期 公園名
オープンスペース整備決定から管理までの流れ
 
 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
国営公園 
 
図3 国営公園の計画概念 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２章 国営公園整備の進捗と利用者の動態 
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第２章 国営公園整備の進捗と利用者の動態 
Ⅰ 公園利用者の生活変化と国営公園整備 
国営公園の整備は，利用する国民が生活の潤い，安らぎ，健康等を享受
できるとともに文化的資産の保存や活用が図られることから利用者である
国民のライフスタイルやニーズの変化に対応して進める必要がある。 
我が国における国民の経済状況を示す指標の一つである「一人当たり国
民所得」は，国民総生産(GNP)が世界第 2 位となり，国営公園整備の始ま
っ た 昭 和 43(1968)年 度 は 43.2万 円 ， 国 営 公 園 の 供 用 が 始 ま る 昭 和
49(1974)年度は 101.8万円となり，その後，順調に伸びており，生活水準
は著しく向上したといえる。また，生活水準の向上とともに多様なレクリ
エーション需要 10)や歴史的・文化的資源を保全利用 11)するといった国民
のニーズも多様化している。 
一人当たり国民所得は，平成 3(1991) 年度に 297.5万円となり，平成
9(1997)年度の 303.2 万円5）を最高に平成 3(1991)年度から平成 19(2007)
年 度 ま で の 平 均 は 291.6万 円 で あ り ， 横 這 い で あ っ た 。 し か し ， 平 成
20(2008)年 9月 の い わ ゆ る 「 リ ー マ ン ・ シ ョ ッ ク 」 後 ， 下 降 し ， 平 成
21(2009)年度には 266.0万円となっている。また，公共事業関係費も平成
10(1998)年度の 14.9兆円をピークに下降傾向にあり，平成 23(2011)年度
には 6.2 兆円6）となっている。 
こうした国営公園を利用する国民の生活が変化する状況において，国営
公園の整備は昭和 43(1968)年の 0.1億円から補正予算のある年度と無い
年度の違いがあるものの平成 16(2004)年度まで増加傾向がみられた。し
かし，供用面積の増加と入園者数の増加には高い相関関係がみられる 36)
が，整備予算は直ちに供用面積に反映されていない。一方で,一人当たり
国民所得の増加傾向や安定傾向とともに国営公園入園者数は増加してきて
いたが，平成 22(2010)年度以降の所得の減少傾向と合わせ，全体入園者
が減少しており，平成 21(2009)年度から平成 23(2011)年度に供用面積の
増が 207haあったものの全体入園者数 187 万人の減少がみられるように近
年は供用による効果が以前ほど発揮されていない。 
 
Ⅱ 予算と供用面積の推移 
１．都市公園関連予算と国営公園整備費 
国の都市公園関連予算は，国営公園，国営公園以外の都市公園，古都及
び緑地保全等の整備費用から構成され，予算には年度の当初予算と当初予
算成立後に内容を変更するために年度途中に組まれる補正予算がある。補
正予算は年度途中に経済状態や政策目的に応じて編成されることから，補
 28 
 
正後の予算が社会資本を整備する費用として投資される額となっている。 
武蔵丘陵森林公園の整備が始まる昭和 43(1968)年から，都市公園関連
予算のうち地方公共団体への国庫補助金が交付金となり国の支援制度が変
更される前の平成 21(2009)年度までの 42 年間の補正後の都市公園関連予
算推移と，そのうち国営公園整備費の占める割合を表 6 に示した。これを
グラフ化して示したものが図 4 である。図 4 に示すとおり公園緑地関連の
社会資本投資として平成 3(1991)年度から平成 15(2003)年度に突出した大
型の補正予算が組まれていることをみることができる。42 年間の投資額
の合計は，4 兆7,722.7 億円7)となっている。平均すると年間 1,124 億円
が都市公園関連に投資されてきたことになる。都市公園関連予算のうち国
営公園整備費の割合は平均 16.9%である。 
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表6 都市公園関連予算(補正後)，国営公園予算・供用面積・ 
入園者数・一人当たり国民所得 総括表 
国営公園入園者数：万人[C]　　
対前年
伸率
国営公
園予算
(補正
後)の
割合
[B/A]
対前年
伸率
対前年
伸率
対前年
伸率
有料入
園者数
の割合
[D/C]
大人
数：万
人[E]大人数
の割合
[E/D]
小人
数：万
人[F]小人数
の割合
[F/D]
対前年
伸率
S43(1968)29.1 0.1 - 0.3% - - - - - - - - - - - - - - 431.7 -
S44(1969)35.9 5.0 50.00 13.9% - - - - - - - - - - - - - - 508.7 -
S45(1970)45.5 5.0 1.00 11.0% - - - - - - - - - - - - - - 586.0 -
S46(1971)63.5 8.1 1.62 12.8% - - - - - - - - - - - - - - 621.7 -
S47(1972)184.6 12.5 1.54 6.8% - - - - - - - - - - - - - - 724.9 -
S48(1973)220.4 13.5 1.08 6.1% - - - - - - - - - - - - - - 879.1 -
S49(1974)266.4 12.5 0.93 4.7% 3.1 -311- 0.14109.651.1 - 46.6% 34.7 67.9% 16.4 32.1% 0.16 1018.1 -
S50(1975)363.0 24.9 1.99 6.9% 4.6 1.503141.01 4.17209.992.7 1.81 44.2% 64.1 69.2% 28.6 30.8% 0.30 1108.7 1.09
S51(1976)384.3 24.2 0.97 6.3% 12.5 2.684 91.37 0.223 7.999.0 1.07 30.2% 67.4 68.1% 31.6 31.9% 0.23 1242.4 1.12
S52(1977)610.2 32.0 1.32 5.2% 16.1 1.29449 .05 1.21444.2114.8 1.16 25.8% 76.2 66.4% 38.6 33.6% 0.26 1364.7 1.10
S53(1978)726.2 49.6 1.55 6.8% 16.5 1.034 81.04 1.68522.8112.6 0.98 21.5% 74.6 66.2% 38.0 33.8% 0.24 1492.2 1.09
S54(1979)833.7 65.5 1.32 7.9% 17.3 1.054801.03 4.13546.2107.7 0.96 19.7% 70.7 65.6% 37.0 34.4% 0.22 1569.6 1.05
S55(1980)871.7 69.2 1.06 7.9% 17.7 1.025081.06 2.34600.9109.9 1.02 18.3% 69.3 63.0% 40.7 37.0% 0.22 1742.7 1.11
S56(1981)892.4 70.2 1.01 7.9% 18.6 1.065791.14 0.97627.6110.6 1.01 17.6% 70.2 63.5% 40.4 36.5% 0.19 1795.9 1.03
S57(1982)893.4 72.4 1.03 8.1% 20.9 1.125831.0 17.55632.6114.8 1.04 18.2% 73.8 64.2% 41.1 35.8% 0.20 1855.2 1.03
S58(1983)894.0 74.7 1.03 8.4% 24.3 1.166991.20 0.6296.5143.5 1.25 20.6% 91.1 63.4% 52.5 36.6% 0.21 1936.0 1.04
S59(1984)884.5 80.7 1.08 9.1% 26.8 1.107 51.09 1.13813.8173.1 1.21 21.3% 111.7 64.6% 61.3 35.4% 0.23 2021.9 1.04
S60(1985)896.8 87.8 1.09 9.8% 29.5 1.108091.06 1.8345.3180.3 1.04 21.3% 115.9 64.3% 64.4 35.7% 0.22 2153.9 1.07
S61(1986)911.8 100.6 1.15 11.0% 34.3 1.168471.05 2.319 8.7200.7 1.11 21.8% 128.1 63.8% 72.6 36.2% 0.24 2203.5 1.02
S62(1987)1133.1 176.5 1.75 15.6% 37.0 1.089021 6 1.831,013.8218.7 1.09 21.6% 143.8 65.7% 74.9 34.3% 0.24 2301.0 1.04
S63(1988)1169.5 134.8 0.76 11.5% 41.0 1.11902 0 - ,133.0244.5 1.12 21.6% 165.6 67.7% 78.9 32.3% 0.27 2467.6 1.07
H1(1989)1199.7 146.9 1.09 12.2% 47.5 1.1610281 14 .071,213.6264.2 1.08 21.8% 177.8 67.3% 86.4 32.7% 0.26 2605.3 1.06
H2(1990)1211.0 154.2 1.05 12.7% 50.6 1.071061 03 4.591,254.3292.4 1.11 23.3% 200.1 68.4% 92.3 31.6% 0.28 2807.6 1.08
H3(1991)273.4 162.0 1.05 12.7% 55.1 1.0911601 09 1.541,341.6342.8 1.17 25.6% 245.5 71.6% 97.3 28.4% 0.30 2974.5 1.06
H4(1992)1618.1 245.2 1.51 15.2% 59.7 1.0811781 02 9.001,539.6372.4 1.09 24.2% 269.0 72.2% 103.4 27.8% 0.32 2940.3 0.99
H5(1993)2100.2 333.4 1.36 15.9% 63.3 1.0611851 01 35.031,627.7355.1 0.95 21.8% 259.9 73.2% 95.2 26.8% 0.30 2926.4 1.00
H6(1994)1514.3 196.3 0.59 13.0% 66.9 1.0612471 05 5.381,533.6320.8 0.90 20.9% 231.8 72.3% 89.0 27.7% 0.26 2955.1 1.01
H7(1995)2872.4 559.1 2.85 19.5% 72.9 1.0913331 07 2.281,754.4372.1 1.16 21.2% 277.6 74.6% 94.5 25.4% 0.28 2939.8 0.99
H8(1996)2259.2 616.2 1.10 27.3% 76.3 1.0513591 02 21.501,686.7374.5 1.01 22.2% 283.2 75.6% 91.2 24.4% 0.28 3022.5 1.03
H9(1997)1780.9 272.1 0.44 15.3% 85.3 1.1214491 07 6.851,757.1357.5 0.95 20.3% 274.8 76.9% 82.7 23.1% 0.25 3031.6 1.00
H10(1998)2634.8 598.6 2.20 22.7% 88.6 1.0415591 08 2.471, 48.2341.9 0.96 19.6% 261.3 76.4% 80.6 23.6% 0.22 2918.6 0.96
H11(1999)1626.7 256.6 0.43 15.8% 95.2 1.0716 41 09 4.432,163.8364.5 1.07 16.8% 282.5 77.5% 82.1 22.5% 0.22 2876.7 0.99
H12(2000)1886.9 358.6 1.40 19.0% 101.2 1.061781 05 2.952,269.9380.3 1.04 16.8% 294.0 77.3% 86.3 22.7% 0.21 2930.2 1.02
H13(2001)865.7 388.3 1.08 20.8% 108.7 1.0718961 06 3.122,539.1521.0 1.37 20.5% 408.9 78.5% 112.1 21.5% 0.27 2841.0 0.97
H14(2002)101.7 669.9 1.73 31.9% 109.5 1.012041 08 2.682,623.6485.2 0.93 18.5% 377.1 77.7% 108.1 22.3% 0.24 2792.5 0.98
H15(2003)1434.2 295.0 0.44 20.6% 113.2 1.0323021 13 2.572, 52.2515.5 1.06 18.7% 403.8 78.3% 111.7 21.7% 0.22 2806.0 1.00
H16(2004)1455.6 332.7 1.13 22.9% 113.8 1.0123561 02 5.462,807.1518.9 1.01 18.5% 403.3 77.7% 115.6 22.3% 0.22 2849.9 1.02
H17(2005)1314.1 276.1 0.83 21.0% 113.1 0.992391 01 9.512,822.2553.5 1.07 19.6% 434.5 78.5% 118.9 21.5% 0.23 2863.6 1.00
H18(2006)1239.3 262.0 0.95 21.1% 112.1 0.9924101 01 14.532,992.0584.5 1.06 19.5% 466.3 79.8% 118.2 20.2% 0.24 2936.7 1.03
H19(2007)1167.6 250.4 0.96 21.4% 113.6 1.0124951 04 3.083,223.0587.8 1.01 18.2% 470.5 80.1% 117.3 19.9% 0.24 2964.1 1.01
H20(2008)1154.1 241.4 0.96 20.9% 115.3 1.012581 03 2.913,328.0609.3 1.04 18.3% 491.0 80.6% 118.3 19.4% 0.24 2755.7 0.93
H21(2009)1202.8 224.6 0.93 18.7% 115.9 1.0028171 09 1.023,385.0628.11.03 18.6% - - - - 0.22 2660.4 0.97
H22(2010)- 163.1 0.73 -113.80.9829621.05 1.553,333.0619.40.99 18.6% - - - - 0.21 - -
H23(2011)- 156.2 0.96 -109.50.9630241.02 2.633,198.9596.90.96 18.7% - - - - 0.20 - -
47222.7 8278.7 2420.9 *1
2.74 *2 *2
1.17 1.12 1.07 1.08 0.24 1.03
※小数点以下第2位又は第3位を四捨五入により端数処理 *1 国営公園整備予算(補正後)計/国営公園供用面積 *2 S50～H21の平均
上段:計
下段:平均値
※イタリック体文字は推計値
面積当た
りの事業
費[当年度
補正後整
備予算
/(当年度
供用面積-
前年度供
用面積)]
うち国営
公園整備
予算(補
正後):億
円[B]
うち国
営公園
維持管
理予算:
億円
うち有料
入園者
数：万人
[D]
都市公園関連予算(補正後):億円[A]
年度
国営公園供用
面積：ha
一人当たり国
民所得：千円
　
供用面積
当たりの
有料入園
者数：万
人/ha[有
料入園者
数/供用面
積]
・文献2),5),7),12),13),34)より作成 
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２．国営公園予算と供用面積 
昭和 43(1968)年から平成 23(2011)年度までの補正後の国営公園整備費
と供用面積 7)34)の推移を表 6 に示した。また，図 5 に示すとおり都市公園
予算と同様に平成 3(1991)年度から平成 15(2003)年度に大きな補正予算が
組まれていることがみられる。国営公園整備として把握できる 44 年間の
総額は 8,278.7 億円7)であり，年平均は 188 億円である。補正後に増加し
た整備費の内訳の中で，大きな費用は主に工事費(常に 50%以上が費やさ
れている)37)であり供用(開園)へ向けた必要な費用である。また，整備費
は平成 16(2004)年度の 332.7億円から漸減する一方であるが，供用面積
は ほ ぼ 一 定 に 漸 増 し て い る 。 な お ， 全 国 の 国 営 公 園 の 供 用 面 積 は 平 成
23(2011)年度末では，3,024haとなっており，ヘクタール当たり 2.7 億円
程度で整備してきたことになる。 
国営公園の維持管理費については，補正予算は無く，整備費と比べ低く
推移し，昭和 49(1974)年度から平成 23(2011)年度までの合計は 2,421 億
円となっている。維持管理費伸率の傾向は整備費と比べ，供用面積伸率に
近いことが分かる。昭和 49(1974)年度から平成 23(2011)年度までの供用
面積と維持管理費の関係を分析すると，相関係数は 0.958 である。平成
16(2004)年度までは維持管理費の対前年伸率は微増で推移してきたが，平
成 17(2005)年度に 1.0を下回り，平成 19(2006)年度から平成 21(2008)年
度はほぼ横這いであったが，平成 22(2010)年度以降，縮減傾向にある。 
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Ⅲ 供用面積と有料入園者数 
国営公園の供用面積は年々増加している。これに追随して入園者数も増
加してきており，入園者には有料の者が含まれる。 
国営公園の有料入園者の数は，武蔵丘陵森林公園の供用開始年度である
昭和 49(1974)年度から集計されている。国営公園は，入園料を徴収して
いる公園(以下，有料公園という)と徴収していない公園がある。表 7 は有
料公園及び有料区域を有する公園の詳細である。国営公園は，都市公園法
に基づき利用する者から入園料その他の使用料を徴収することができると
されており，公園緑地マニュアルでは「ⅰ広域的な利用に供するものであ
ること，ⅱ整備水準の高い施設が多く，利用者の受ける便益の程度が高い，
ⅲ施設の良好な維持管理を保持するためには相当な費用が必要等の理由に
より，受益者負担の観点から原則として有料」 2)としている。現在の入園
料の内訳は表 8 のとおりである。入園料は，昭和 49(1974)年 7月の武蔵
丘陵森林公園の開園時は大人 200 円小人 80 円であったが，昭和53(1978)
年 4 月には大人 300 円へと改正38)され，その後，5 回改正が行われ，平成
9(1997)年 4月に大人 400 円となり，現在に至っている。なお，小人の入
園料は 80 円のまま据え置きにされている。入園料とは，特定の公園施設
を利用する場合に入園者がその施設管理者へ支払う施設利用料とは別のも
のである。表 7 に示すとおり，17 公園中，有料公園のうち一部区域につ
いて，入園料を徴収しない無料区域としている公園もあるが，それらを含
めた有料公園の面積は 2,405.3haであり，平成 23(2011)年度末の供用面
積 3,024ha の 79.5%である。有料公園では，有料区域に入園する際に入園
料を徴収し入園券を発行しており，有料入園者の数を正確に把握すること
ができる。一方，有料入園者とはならないが，未就学児や身体障害者等に
ついては，入園の際にカウントし，無料入園者としている。 
それ以外の無料入園者は，みどりの日等の国土交通大臣が告示する無料
入園日に入園する者である。無料入園者数のカウント方法は滝野すずらん
丘陵公園のように駐車台数から推計 39)し て いる方法やアルプスあづみの
公園のようにゲートでカウントしている方法 40)等 に より入園者数を把握
しており，それぞれの公園毎に全体入園者数を把握している。 
昭和 49(1974)年から平成 23(2011)年度までの国営公園供用面積当たり
の有料入園者数の推移は，表 6 に示すとおりである。ヘクタール当たり
の有料入園者は，0.16 から 0.30 万人/haの間で推移しており，平均は
0.24 万人/haであり，昭和 49 年以降これまで大きな変動はみられない。 
昭和 49(1974)年から平成 23(2011)年度までの国営公園全体入園者数及
び有料入園者数割合の推移 12)13)は図 6 に示すとおりである。国営公園全
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表7 国営公園の面積及び入園者数の概要 
 
 
 
 
 
着手
年代 
公園名称 
計画面積
(ha) 
供用面積
(ha) 
入園
料の
有無 
有料公
園の計
画面積
(ha) 
当初供
用年度 
当初供
用面積
(ha) 
有料公
園の供
用面積
(ha)※2 
H23年度入園
者数(人) 
 武蔵丘陵森林公園 304.0  304.0  有 304.0  S49 304.0  3 4.0  824,195 
 
S40
年｜
50
年頃 
飛鳥・平城宮跡歴
史公園[飛鳥区域] 
61.0  46.1  － － － － － 780,250 
 淀川河川公園 962.0  235.0  － － － － － 5,722,071 
 海の中道海浜公園 539.0  292.0  有 539.0  S56 59.0  292.0  1,853,369 
 
沖縄記念公園[海
洋博覧会地区] 
77.0  71.6  － － － － － 3,478,592 
 
沖縄記念公園[首
里城地区] 
4.7  2.8  － － － － － 2,102,927 
 昭和記念公園 180.0  165.3  有 180.0  S58 70.0  165.3  3,201,321 
 (S58) (30.0) 
 
滝野すずらん丘陵
公園※１ 
396.0  395.7  有 396.0  
H12 182.0  
395.7  593,616 
 
 
常陸海浜公園 350.0  160.4  有 350.0  H3 70.0  160.4  977,133 
 木曽三川公園 6085.0  256.5  － － － － － 8,628,470 
 
みちのく杜の湖畔
公園 
647.0  321.9  有 647.0  H1 62.1  321.9  636,065 
 備北丘陵公園 340.0  229.5  有 340.0  H7 80.0  229.5  438,926 
 讃岐まんのう公園 350.0  198.0  有 350.0  H10 80.1  198.0  422,424 
 
S51
年｜
60
年頃 
越後丘陵公園 399.0  155.1  有 399.0  H10 29.0  155.1  461,581 
 
アルプスあづみの
公園 
356.0  105.6  有 356.0  H16 26.9  105.6  522,372 
 吉野ヶ里歴史公園 54.0  38.3  有 54.0  H13 16.3  8.3  605,947 
 
H元
年｜
10
年頃 明石海峡公園 330.0  39.5  有 330.0  H13 30.1  39.5  385,246 
 
東京臨海広域防災
公園 
6.7  6.7  － － － － － 354,778 
 
H10
年｜
現在 
飛鳥・平城宮跡歴
史公園[平城宮跡
区域] 
122.0  0.0  － － － － － － 
   計 11563.4  024.0  12 4245.0      2405.3  31,989,283 
 
  ※１滝野すずらん丘陵公園はH12年度より入園料を徴収している  
  ※２供用区域のうち一部を無料区域としている公園を含む  
・文献2),34)より作成 
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表8 国営公園入園料内訳 
一般 団体 年間パスポート プール利用者 
大人 ｼﾙﾊﾞ- 小人 大  ｼﾙﾊﾞ- 小人 大  ｼﾙﾊﾞ- 小人 大  ｼﾙﾊﾞ- 小人 
?
?
?
??
?????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
400 200 80 280 200 50 4000 2000 800 110 110 50 
             
大人：15才以上65歳未満の者  シルバー：65歳以上の者 
小人：小学生もしくは中学生  団体：小学生以上の者20名以上 
年間パスポート：平成16年4月より発行  シルバー料金：平成22年4月より設定 
出典：公園緑地マニュアル34) 
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体の入園者数は平成 21(2009)年度に 3,385万人と過去最高となったが，
平成 23(2011)年度には 3,199万人となり減少している。これまでの累計
入園者数は，6 億 2,346万人となっており，全体入園者数の動向は図 5
で 示 し た 供 用 面 積 の 動 向 と 同 様 に 漸 増 の 傾 向 を 示 し て い た が ， 平 成
22(2010)年度以降は入園者数の漸減がみられる。 
ま た ， 有 料 入 園 者 の 割 合 は ， 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園 が 供 用 さ れ る 昭 和
49(1974)年度から昭和 52(1977)年度までは，20%を超える割合で推移し
ていたが，その後は，全体入園者数が増加しているにもかかわらず 20%
程度とほぼ一定の割合で推移していることが認められる。 
国営公園の有料入園者数と供用面積の推移は図 7 に示すとおりである。
有料入園者数の動向は供用面積の動向と同様に漸増の傾向を示しているこ
とがみられる。しかし，平成 22(2010)年度以降，供用面積は増加傾向に
あるが，有料入園者の実数は減少している。 
さらに，昭和 49(1974)年度から平成 23(2011)年度までの入園者数と供
用面積との関係を分析すると，相関係数は 0.990であり，有料入園者数と
供用面積の相関係数は，0.977である。入園者数及び有料入園者数は供用
面積と高い相関関係にあることが確認できる。 
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Ⅳ 有料入園者数と一人当たり国民所得 
国営公園の入園者のうち入園料を支払う有料入園者は，限られた所得か
ら明確な支払い意志をもって余暇活動の場として国営公園を選択している。 
そこで，有料入園者数と一人当たり国民所得 5)の推移は図 8 に示すとお
りである。国営公園整備の始まった昭和 43(1968)年度の一人当たり国民
所得は，43.2万円，国営公園の供用が始まる昭和 49(1974)年度は 101.8
万円となり，その後，順調に伸びている。平成 3(1991) 年度に 297.5 万
円となり，その後は停滞傾向となり，平成 20(2008)年度，21(2009)年度
と，下降傾向が生じている。有料入園者数は，武蔵丘陵森林公園が供用を
開始した翌年の昭和 50(1975)年度から昭和 57(1982)年度までは 100 万人
程度で推移していたが，昭和 58(1983)年度に昭和記念公園が供用されて
から有料入園者数は順調に増加し，平成元(1989)年から平成 5(1993)年度
にやや停滞傾向がみられるが，平成 6(1994)年度から上昇し，再び平成
12(2000)度まで停滞傾向がみられる。その後，平成 21(2009)年度には 627
万人を超えた。その後，平成 22(2010)年度に 618 万人，平成 23(2011)年
度に 595 万人と有料入園者数が減少傾向にある。平成3(1991)年度から平
成 19(2007)年度までの一人当たり国民所得が大きく伸びない停滞期にお
いても，有料入園者数は堅調に伸びてきていた。一方で，有料入園者のう
ち 小 人 の 有 料 入 園 者 数 は 微 増 し て い る も の の 割 合 で み る と ， 昭 和
55(1980)年 度 で は 37.0%で あ っ た が ， そ の 後 減 少 傾 向 と な り ， 平 成
3(1991)年度には 28.4%となり，平成 19(2007)年度には 19.9%と減少して
いる。 
有料入園者数と一人当たり国民所得の対前年比の伸び率は図 9 に示す
と お り で あ る 。 有 料 入 園 者 数 の 年 度 に よ る 伸 び 率 の 振 幅 は ， 昭 和
49(1974)年 度 か ら 昭 和 50(1975)年 度 の 1.81 を 除く と ， プ ラ ス が 平 成
13(2001)年度の 1.37，マイナスが平成 6(1994)年度の 0.9となっている。
一人当たり国民所得の振幅は，プラスが昭和 51(1976)年度の 1.12，マイ
ナスは平成 20(2008)年度の 0.93となっており，有料入園者数は年度に
よる伸び率の幅が大きい。昭和 50(1975)年度から平成 21(2009)年度の対
前年比を平均でみた場合，有料入園者 1.08，一人当たり国民所得 1.03
であり，有料入園者数の伸び率がわずかであるが一人当たり国民所得を
上回っている。 
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Ⅴ．国営公園整備の進捗と利用者の動態 
１．国営公園予算と供用面積 
国営公園予算は,国営公園整備費と国営公園維持管理費から構成される。
整備費の増加とともに供用面積は増大すると考えられる。しかし，国営
公園整備の全体傾向として，ヘクタール当たりの整備費は平均で約 2.7
億円であり，各年度に供用された公園面積と前年度の整備費との関係を
みると，年度毎に大きな変化がみられ，各年度の整備予算の伸率と供用
面積の伸率は直接的な関係がみられない。一方で，各年度の維持管理費
の伸率と供用面積の伸率は整備費に比較すると変化の少ないことが確認
できた。 
また，大型の補正予算が編成された平成 5(1993)年度，平成 8(1996)年
度，平成 10(1998)年度，平成 14(2002)年度とその前年度予算からの伸率
は，表 6 に示すとおりである。当該予算措置がされた整備予算伸率と翌
年度以降の供用面積との伸率を比較した場合，直ちに供用面積の増大に
反映されることはなく，予算の伸びが供用面積の増大に明らかな効果が
あるとはいえない。 
国営公園整備費は，昭和 47(1972)年度から始まる都市公園等整備緊急
措置法に基づく 6 次にわたる都市公園等整備五(七)箇年計画を踏まえた
一 般 公 共 事 業 費 の 増 大 と と も に 増 大 し て き た と 考 え ら れ る 。 昭 和
47(1972)年度からの 1 次では一般公共事業費の計画額3,200億円であっ
たのが，平成 8(1996)年度から始まる 6 次の計画では 27,800億円と約
8.7 倍となっており，都市公園全体の予算のうち一定割合を国営公園が
占めていることから，こうした法に基づく閣議決定された整備計画が国
営公園整備を推進してきたと考えられる。 
有料公園の整備の進捗状況は，計画面積 4,245haのうち，供用されて
いる面積は 2,405.3haであり，計画全体の 56.7%である。用地買収が進
まない等の国営公園の個別の事情により国営公園整備全体の進捗状況に
影響があると考えられるが，予め進捗の遅れ等事情のある公園へは予算
配分がされず他の公園へ配分される。もしくは，当該公園において事情
が生じた場合でも次年度へ予算を繰り越す等の処理が行われるなど国営
公園全体で捉えると進捗状況への影響は軽微であると考えられる。 
昨今の公共事業を取り巻く社会状況として，国土交通省所管の公共事
業について，公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上
を図るため，学識経験者等から構成される事業評価委員会による「新規
事業採択時評価」や定期的な「再評価」等の事業評価が実施されている
こと，国の直轄事業において法令で定められている地方公共団体負担金
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が地方財政の悪化により地方公共団体にとって負担となっていること等，
より効率的かつ合理的な事業執行が求められている。こうした状況から，
平成 22(2010)年度に概成した滝野すずらん丘陵公園，平成 24(2012)年度
に概成した備北丘陵公園 41)，平成 24(2012)年度に概成を目指している国
営讃岐まんのう公園 42)な ど，国営公園の概成に向けた動きがみられ，今
後，他の公園においても概成の促進が予想される。 
平成 23(2011)年度の整備費は 156.2 億円となっており，今後，概成す
る国営公園が増加する一方で，新規の整備は減少する傾向にある中で，
維持管理費が増大する逆転現象が生ずる可能性がある。 
維持管理費は，供用面積と高い相関関係にあることが確認でき，追加
供用は維持管理費との関連性が強く，予算上の制約を受けることが推察
できる。平成 17(2005)年度以降，維持管理費が 1.0 を下回る年度がある
一方で，供用面積は漸増しており，これまでに培ってきた維持管理上の
工夫や合理化等により供用された公園区域の維持管理を実施していると
考えられるが，限られた維持管理費において，老朽化する施設更新や運
営管理等を実施していくことが必要であると推察され，管理水準の確保
が今後の課題 43)となる。 
 
２．入園者数と供用面積 
入園者のうち有料入園者は，支払い意志をもって公園を利用している
一つの指標として考えられる。国営公園の全体利用者数のうち有料入園
者数の割合は 20%前後とほぼ一定であり，全体入園者数は漸減する中で
一定の割合で有料入園者のいることが明らかとなり，全体利用者数を把
握する上で，有料入園者数は一定の指標となることが確認できた。 
平成 21(2009)年度以前は，図 6 に示すように供用面積の増加とともに
入園者数とその中の有料入園者数は増加傾向がみられた。表 7 に示すよ
うに武蔵丘陵森林公園を除き，当初小規模面積により供用を開始して，
整 備 を 進 め て い る こ と が み ら れ る 。 滝 野 す ず ら ん 丘 陵 公 園 は ， 昭 和
58(1983)年度の当初供用から平成 22(2010)年度の概成までの 27 年間に
14 回の追加供用を行ってきた。同園では，追加供用により炊飯広場，宿
泊施設，オートキャンプ場，スキー場，子供の遊び場など従前にない施
設の整備を行い公園の魅力を高めてきた。近年では森林エリアを供用す
ることで深い森の中で自然観察や自然体験活動など，都市近郊でこれま
で体験できなかった公園の新たな魅力を追加している。こうした国営公
園の追加供用は，国民の公園利用の選択肢が広がり利用者数の増加も見
込めるが，一方で供用の時期や整備内容に国民のニーズとの乖離があれ
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ば，入園者数の伸び悩みや減少になることが考えられる。これまで有料
入園者数は概ね堅調に増加してきており，追加供用による整備方法は，
特にバリアフリー等に配慮した安全で快適な散策，軽スポーツ，サイク
リング，スキー，プール等の屋外活動や自然観察，野鳥観察，写真，絵
画等の屋外活動を伴う文化的活動など多様なレクリエーション需要や史
跡周辺や遺構の保全，展示等の歴史的・文化的資源の保全といった国民
のニーズに対しても適切に対応してきたことが考えられる。 
さらに，入園者数と供用面積との関係をみると，高い相関関係が確認
できることから，これまでの追加供用を繰り返す整備方法は入園者数を
増加させる有効な方法であったと考えられる。 
しかし，追加供用による新たな魅力を追加しても有料入園者数のうち
小人(小中学生)の割合に減少傾向がみられ，大人の入園者数の増加に比
較して小中学生の入園者数の増加に結びつかなかったことは，これまで
の整備は，いわゆる「大人向けの整備」であったことが考えられる。  
今後，漸次概成に向けた供用の傾向として，予算上の制約やより効率的
かつ合理的な事業執行を行っていく中で，平成 23(2011)年度に公園計画
を見直したアルプスあづみの公園にみられるように追加的な大規模施設の
整備計画について見直されていくことが想定され，現状の自然を保全・利
用する計画や遺構等の文化的な資源の保全・展示を中心とした整備計画へ
移行することが考えられる。しかし，国民のニーズを反映させて追加供用
により供用面積を増加させても，少子高齢化と人口の減少，余暇活動の多
様化と複合化などの社会情勢を勘案すると，これまでのように顕著な入園
者数の増加は見込めない可能性があり，整備効果を評価するにあたり単純
に入園者の数による判断では，社会資本である公園の価値を適正に評価す
ることは出来ないと考えられる。 
 
３．有料入園者数と一人当たり国民所得 
有料入園者数の推移と我が国の一人当たり国民所得の推移の関係につい
ては，昭和 49(1974)年度より入園者数は所得の上昇とともに堅調に増加
してきた。平成 4(1992)年から所得の停滞期に入ると，入園者数にも伸び
悩みの傾向がみられる。平成 13(2001)年度の入園者数の著しい増加は，
吉野ヶ里歴史公園や明石海峡公園の当初供用によるものである。その後，
平成 14(2002)年度から平成 19(2007)年度について，入園者は微増してい
るが，所得は横ばい状態のままとなっている。 
平成 23(2011)年の国営公園以外の主な余暇活動の 1 回あたりの費用44)に
ついては表 9 に示すとおりである。国営公園での平均的な消費金額は，有
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表9 レジャー施設における参加人口と1回あたり費用 
     
   参加人口(万人) 1回あたり費用(円) 
 遊園地 2100 6820  
 ドライブ 5360 2070  
 動物園，植物園，水族館，博物館 3720 3060  
 催し物，博覧会 2010 2610  
出 典 ： レ ジ ャ ー 白 書 201244) 
 
 
 
料公園であれば入園料，飲食費，施設使用料(駐車料金，入館料等)，交通
費 が 想 定 さ れ ， １ 回 あ た り の 費 用 は 遊 園 地 の 1 回 あ た り の 費 用 で あ る
6,820円より低廉な費用になると考えられる。遊園地については，余暇活
動の参加人口の推移のうち，遊園地への参加人口は平成 23(2011)年以前
の 10 年間減少傾向45)にあり，こうした状況で，国営公園の入園者数が平
成 21(2009)年度まで増加してきた状況から，限られた所得であっても，
余暇活動の場として国営公園を選択し，利用していることが考えられる。
しかし，平成 20(2008)年度に所得の下降傾向とともに平成 21(2009)年度
から平成 23(2011)年度に供用面積は 207ha増えたものの全体入園者は 187
万人の減少がみられるように入園者は平成 21(2009)年度から減少に転じ
ている。 
これらのことを含めて有料入園者数と一人当たり国民所得の関係は図 8
の傾向に見られるように経済の停滞による入園者の低迷が見られるが，一
定の経済力が担保されている状況下では，供用面積の増加が入園者の増加
へと結びついていると考えられる。一方で，一人当たり国民所得に大きな
減少がみられると，余暇活動の場として国営公園を選択しなくなり，入園
者数の減少に影響が出ることも考えられる。 
平成 22(2010)年度から平成 23(2011)年度の入園者数は，表 6 に示すよ
うに平成 21(2009)年度と比べ減少した。このことは，平成 23(2011)年 3
月の東日本大震災が発生した影響により，みちのく杜の湖畔公園や常陸海
浜公園のように一時閉園されたことや利用者の余暇活動の自制による一時
的なものと推察される。しかし，所得が減少する状況の中で屋外レクリエ
ーション需要の縮小も示唆されていることから，今後も引き続き，一人当
たりの国民所得の動向及び国営公園入園者の動向について注目し，全体入
園者数と有料入園者数の関係について，分析していく必要がある。一時的
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な所得の伸び悩みであった場合でも，人口が減少している我が国において，
入園者数を伸ばしていくことは困難が予想される。平成 4(1992)年度以降
の国民所得の停滞期に供用開始した三大都市圏のような人口集積地を後背
に持たない地方部にある備北丘陵公園，讃岐まんのう公園，越後丘陵公園，
アルプスあづみの公園，吉野ケ里歴史公園は，その後の追加供用により有
料入園者数を増加させてきているが，概成に向けた公園整備が進む状況に
おいて，これまでのような追加供用による新たな魅力追加が困難となるこ
とも予想される。供用された公園施設の適切な保全・更新が重要であると
ともに花等の植生，催事の充実，地理的特性を活かしたイベント，地域の
伝統行事・催事の充実をはじめ，特に有料入園者のうち小人の割合が減少
している状況を踏まえ，将来のリピーターとなり得る小中学生向けの施設
整備・更新や催事の充実等，個別の公園が培ってきた運営管理上の機能を
発揮させることが重要である。 
国営公園の供用以降の入園者と国民所得の対前年比の平均で比較すると，
限られた所得の中でも公園入園者の伸率が優位であり，国営公園整備が多
様なレクリエーション需要への対応や歴史的・文化的資源を保全利用とい
った文化的な国民のニーズに対応することで，これらの国営公園の有料入
園者数の増加がみられ，国民生活の向上に一定程度，貢献していると考え
られる。 
一方で，国民所得が下降するなどの経済状況の低下が続くと，有料と
されている国営公園を余暇活動の場として選択し，利用する可能性が経
済的理由により低くなることも懸念される。 
 
４．国営公園整備と利用者増加の関係性 
国営公園利用者の生活変化と国営公園整備の関係について分析するとと
もに都市公園関連予算と供用面積の関係について分析を行うことにより，
我が国の都市公園全体予算の中で過去からの国の都市公園政策のうち国営
公園施策の占める予算割合を明らかにした。国営公園入園者数の分析から
国営公園の整備効果を測る指標として有料入園者数を用いることにより，
国営公園全体の入園者数のうち有料入園者数は約 20%程度と一定であるこ
とが認められ，国営公園の整備効果を論じる際に有料入園者数は一定の指
標となることが確認できた。有料入園者数と一人当たり国民所得の関係か
ら国営公園の有料入園者数の増加は，供用面積の増加とともに一人当たり
国民所得の停滞期においても一定の増加傾向がみられ，一定の経済的豊か
さに達する過程及び安定状況においては，供用面積の増加が入園者数の増
加へと結びついてきていたが，一人当たり国民所得に大きな減少がみられ
 45 
 
ると入園者数に影響が出ることが考えられた。また，整備過程において，
複数の大型補正予算は直ちに供用面積として反映されないものの供用面積
と有料入園者数の増加の相関係数は 0.977と高い相関関係がみられ，供用
による効果がみられた。これまでの有料入園者伸率と一人当たり国民所得
伸 率 の 過 去 平 均 を 比 較 す る と ， 有 料 入 園 者 1.08， 一 人 当 た り 国 民 所 得
1.03と有料入園者伸率がわずかに上回っており，一人当たり国民所得の
増加傾向や安定傾向とともに国営公園入園者数は増加してきていたが，平
成 22(2010)年度以降の所得の減少傾向と合わせ，全体入園者が減少して
おり，平成 21(2009)年度から平成 23(2011)年度に供用面積の増が 207ha
あったものの全体入園者数 187 万人の減少がみられるように近年は供用に
よる効果が以前ほど発揮されていない。今後は，整備予算の減少傾向と併
せ，現下の社会状況から国営公園整備の一層の効率化により，概成の促進
が予想される中で，追加供用による大幅な入園者増は期待できず，国営公
園入園者数の減少が懸念され，運営管理面の対策が必要であるとともに，
特に小中学生の入園者数割合の減少に対する施設整備・更新や運営管理面
における対策が必要であることが考えられる。 
国民の「余暇活動の目的」の推移 46)を み ると，「心の安らぎ」「健康や
体 力 の 向 上 」 等 に よ る 能 動 的 活 動 に よ る も の が 平 成 9(1997)年 と 平 成
22(2010)年と比較して同様の要求度であった。一方で「知識や教養を高め
る」「好奇心を満たす」など静的な文化活動について，この 15 年で目立っ
て高くなっており，余暇の目的が多様化・複合化する社会情勢がみられる。
このことから，国民のニーズが成熟してきたことがみられ，国営公園が多
様なレクリエーション需要への対応と歴史的・文化的資源の保全・利用や
防災等の新たな政策目的に対応してきたことが，裏付けていると考えられ
る。社会資本ストックとして，国民生活の向上に一定の貢献をしているこ
とが示唆された。 
しかし，経済状況の下降局面において，入園者数に影響がみられる状況
は，今後，国営公園事業をどのように整備し，管理していくかについて，
課題を提起していると考えられ，ストックである供用された公園の魅力を
一層高め，国民生活の向上に資する運営維持管理及び適切な施設更新が重
要である。 
このため，公園の持つ様々な機能を高める指標として，入園者数や満足
度だけを指標とするのではなく，新たな指標，例えば，良好な環境を地域
に提供している波及効果など，そこに国営公園が存在することにより生ま
れる「公園価値」を国民に理解しやすい形で示す指標の設定が必要と考え
られ，得られた知見を全国の公園を管理している地方公共団体と共有し，
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今後の都市公園行政へ活かしていくことが必要である。 
また，こうした指標と連動して，これまでの投資効果が発揮され，国民
ニーズを汲み取る運営維持管理方法の発展，老朽施設の適切な更新を行い，
国民から選択される社会資本として魅力を高めていくことも重要である。 
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第３章 人口減少期の到来と国営公園整備の展望 
Ⅰ 人口減少期の到来と国営公園整備 
平成 22(2010)年国勢調査では，我が国の人口は 1 億2,806 万人3)であ
った。昭和 45(1970)年国勢調査からの 5 年ごとの推移について，表 10 に
示した。この調査で 0～14 歳の年少人口よりも 65 歳以上の高齢者人口の
多いことが明確となり，いわゆる少子高齢社会の到来が現実のものとなっ
てきた。この傾向は暫く続き，2050 年には 9,700 万人4)まで人口は減少
することが予測されている。 
一方，現行の国営公園整備は，昭和 43(1968)年に国の所得倍増計画等
により国民総生産(GNP)が世界第 2 位となったから始まり，経済成長に支
えられ，国民生活の向上とともに進められており，その推移について表 6
に示した。しかし，平成 10(1998)年度以降の公共事業予算の縮減傾向に
あわせ，国営公園整備費においても平成 15(2003)年度の 295億円から，
平成 24(2012)年度の予算は 128 億円と減少している7)。  
 
Ⅱ 全体入園者数と有料入園者数の動向 
１．全体入園者数と有料入園者数 
（１）全体入園者数の動向 
国営公園の入園者数は，武蔵丘陵森林公園の供用開始年度である昭和
49(1974)年度から集計され，昭和 49(1974)年から平成 23(2011)年度まで
の全体入園者数の推移は，表 6 に示した。平成 23(2011)年度の全国の国
営公園入園者数は，約 3,199万人となっている。平成 22（2010）年度と
比較すると約 134 万人の減少がみられる。 
昭和 49(1974)年から平成 23(2011)年度までの全体入園者数及び有料入
園者数の推移について，グラフ化して示したものが図 10 である。全体入
園 者 数 は ， 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園 が 供 用 を 開 始 し た 昭 和 49(1974)年 度 に は
109.6万人であったが，その後，公園箇所数と供用面積の増加に伴い，平
成 21(2009)年度に 3,385万人と増加し，過去最高となっている。その後，
平成 23(2011)年度には 3198.9万人となり減少している。これまでの累計
入園者数は，6 億2,337万人となっており，図 10 で示すとおり有料入園
者数の動向は供用面積の動向と同様に漸増の傾向を示していたが，平成
22(2010)年度以降は入園者数の漸減がみられる。 
有 料 入 園 者 数 は 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園 が 供 用 を 開 始 し た 翌 年 の 昭 和
50(1975)年度から昭和 57(1982)年度までは 100 万人程度で推移していた
が，昭和 58(1983)年度に昭和記念公園が供用されてから有料入園者数は
順調に増加し，平成元(1989)年から平成 5(1993)年度にやや停滞傾向が
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表10 国営公園の整備推移と入園者の属性別傾向分析 総括表 
国営公園入園者数：万人　　　
対前
年伸
率
対前年
伸率
対前年
伸率
対前年
伸率
S43(1968)
S44(1969)
S45(1970) 10,4671,421 13.6%
S46(1971) 1,429
S47(1972) 1,438
S48(1973) 1,460
S49(1974) 311 109.6 51.1 46.6% 34.7 67.9% 16.4 32.1% 0.16 1,482
S50(1975) 314 1.01 209.9 92.7 1.81 44.2%64.1 1.85 69.2% 28.6 1.74 30.8% 0.3011,1941,513 13.5%
S51(1976) 429 1.37 327.9 99.0 1.07 30.2% 67.41.05 68.1% 31.6 1.11 31.9% 0.23 1,544
S52(1977) 449 1.05 444.2 114.8 1.16 25.8% 76.2.13 66.4% 38.6 1.22 33.6% 0.26 1,580
S53(1978) 468 1.04 522.8 112.6 0.98 21.5% 74.60.98 66.2% 38.0 0.99 33.8% 0.24 1,620
S54(1979) 480 1.03 546.2 107.7 0.96 19.7% 70.70.95 65.6% 37.0 0.97 34.4% 0.22 1,660
S55(1980) 508 1.06 600.9 109.9 1.02 18.3%69 3 0.98 63.0% 40.7 1.10 37.0% 0.2211,7 61,692 14.5%
S56(1981) 579 1.14 627.6 110.6 1.01 17.6% 70.21.0 63.5% 40.4 0.99 36.5% 0.19 1,722
S57(1982) 583 1.01 632.6 114.8 1.04 18.2% 73.81.05 64.2% 41.1 1.02 35.8% 0.20 1,753
S58(1983) 699 1.20 696.5 143.5 1.25 20.6% 91.11.23 63.4% 52.5 1.28 36.6% 0.21 1,745
S59(1984) 765 1.09 813.8 173.1 1.21 21.3% 11 7 1.23 64.6% 61.3 1.17 35.4% 0.23 1,729
S60(1985) 809 1.06 845.3 180.3 1.04 21.3%115.9 1.04 64.3% 64.4 1.05 35.7% 0.2212,1051,7 9 14.1%
S61(1986) 847 1.05 918.7 200.7 1.11 21.8% 128 1. 0 63.8% 72.6 1.13 36.2% 0.24 1,677
S62(1987) 902 1.06 1013.8 218.7 1.09 21.6% 143.8 1.12 5.7% 74.9 1.03 34.3% 0.24 1,631
S63(1988) 902 1.00 1133.0 244.5 1.12 21.6% 165.6 1.15 7.7% 78.9 1.05 32.3% 0.27 1,577
H1(1989)みちのく 1028 1.14 1213.6 264.2 1.08 21.8% 177.8 1.07 67.3% 86.4 1.10 32.7% 0.26 1,523
H2(1990) 1060 1.03 1254.3 292.4 1.11 23.3%200.1 1.13 68.4% 92.3 1.07 31.6% 0.2812,3611,474 11.9%
H3(1991) 1160 1.09 1341.6 342.8 1.17 25.6% 245.5 1. 3 71.6% 97.3 1.05 28.4% 0.30 1,435
H4(1992) 1178 1.02 1539.6 372.4 1.09 24.2%269.0 1.10 72.2% 103.4 1.06 27.8% 0.32 1,398
H5(1993) 1185 1.01 1627.7 355.1 0.95 21.8% 259.9 0.97 73. % 95.2 0.92 26.8% 0.30 1,362
H6(1994) 1247 1.05 1533.6 320.8 0.90 20.9% 231.8 .89 72.3% 89.0 0.94 27.7% 0.26 1,326
H7(1995) 1333 1.07 1754.4 372.1 1.16 21.2%277.6 1.20 74.6% 94.5 1.06 25.4% 0.2812, 571,294 10.3%
H8(1996) 1358.7 1.02 1686.7 374.5 1.01 22.2%283.2 .02 75.6% 91.2 0.97 24.4% 0.28 1,263
H9(1997) 1449.2 1.07 1757.1 357.5 0.95 20.3%274.8 0.97 76.9% 82.7 0.91 23.1% 0.25 1,234
H10(1998) 1559.3 1.08 1748.2 341.9 0.96 19.6%261.3 0.95 7 .4% 80.6 0.97 23.6% 0.22 1,204
H11(1999) 1693.9 1.09 2163.8 364.5 1.07 16.8%282.5 1.08 77.5% 82.1 1.02 22.5% 0.22 1,174
H12(2000) 1780.6 1.05 2269.9 380.3 1.04 16.8%294.0 1.04 77.3% 86.3 1.05 22.7% 0.2112,6931,147 9.0%
H13(2001) 1896.3 1.06 2539.1 521.0 1.37 20.5%408.9 1.39 78.5% 112.1 1.30 21.5% 0.27 1,129
H14(2002) 2041.4 1.08 2623.6 485.2 0.93 18.5%377.1 0.92 77.7% 108.1 0.96 22.3% 0.24 1,110
H15(2003) 2301.9 1.13 2752.2 515.5 1.06 18.7%403.8 1.07 78.3% 111.7 1.03 21.7% 0.22 1,098
H16(2004) 2355.9 1.02 2807.1 518.9 1.01 18.5%403.3 .00 77.7% 115.6 1.04 22.3% 0.22 1,086
H17(2005) 2390.8 1.01 2822.2 553.5 1.07 19.6%434.5 1.08 78.5% 118.9 1.03 21.5% 0.2312,7771,082 8.5%
H18(2006) 2409.8 1.01 2992.0 584.5 1.06 19.5%66.3 1.07 79.8% 118.2 0.99 20.2% 0.24 1,079
H19(2007) 2494.9 1.04 3223.0 587.8 1.01 18.2%470.5 .01 80.1% 117.3 0.99 19.9% 0.24 1,075
H20(2008) 2581 1.03 3328.0 609.3 1.04 18.3%491.0 1.04 80.6% 118.3 1.01 19.4% 0.24 1,071
H21(2009) 2816.8 1.09 3385.062 .11.03 18.6% 0.22 1,066
H22(2010) 2962 1.05 3333.0619 40.99 18.6% 0.2112,8061,055 8.2%
H23(2011)東京臨海 17 3024 1.02 3198.95 6 0.96 18.7% 0.20 1,046
62337.3 1.08 21.9% 1.09 1.07 0.24
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みられるが，平成 6(1994)年度から上昇し，再び平成 12(2000)度まで停滞
傾向がみられる。その後，平成 21(2009)年度には 628万人を超えたが，
平成 22(2010)年度に 619万人，平成 23(2011)年度に 596万人と推測され
有料入園者数が減少傾向にある。 
 
（２）有料入園者の傾向 
昭和 49(1974)年から平成 23(2011)年度までの全体入園者数及び有料入
園者数割合の推移は図 10 に示すとおりである。有料入園者の割合は，昭
和 49(1974)年度から昭和 52(1977)年度までは，20%を超える割合で推移
したものであり，その後，全体入園者数が増加しているにもかかわらず
20%程度とほぼ一定に推移していることがみられる。 
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２．有料入園者数における小中学生入園者数割合 
表 10 において昭和49(1974)年から平成 20(2008)年度までの有料入園者
のうち小人の有料入園者数の推移を示した。有料入園者数のうち小人数の
推 移 を 示 し た 図 11 に よ れ ば ， 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園 が 供 用 さ れ る 昭 和
49(1974)年度に 16.4万人にであったが，供用面積の増加とともに漸増し，
平 成 4(1992)年 度 に 103.4万 人 と な っ た が ， 減 少 傾 向 に 転 じ ， 平 成
10(1998)年度には，80.6万人まで減少している。その後，増加傾向とな
り平成 13 (2001)年度に 112.1万人と大きく伸び，平成 17(2005)年度には
過去最高となる 118.9万人となり，平成 20(2008)年度には 118.3 万人と
堅調に推移している。 
有料入園者のうち小人の有料入園者が占める割合は，昭和 55(1980)年
度では 37.0%であったが，その後，減少傾向となり，平成 3(1991)年度に
は 28.4%と 3割を割り込み，平成 19(2007)年度には 19.9%と 2割を割り込
む減少となっている。小人の有料入園者数割合の減少傾向が継続している
ことがみられる。 
一方，我が国の人口に占める小中学生の人数及び割合の推移をグラフ化
して示したものが図 12 である。図 12 に示すとおり昭和50(1975)年度に
は，我が国人口の 13.5%となっており，昭和 55(1980)年度には，14.5%と
増加がみられたが，昭和 60(1985)年度の調査では，14.1%とやや減少し，
そ の 後 ， 平 成 2(1990)年 度 に は 11.9%と 減 少 傾 向 は 止 ま ら ず ， 平 成
22(2010)年度には，8.2%と我が国人口における小中学生の割合が減少して
いることが分かる。これは，我が国の少子高齢社会の一面である。こうし
た我が国人口に占める小中学生人数の割合と国営公園における小人の有料
入園者数の割合は減少傾向がみられる。 
 
３．有料入園者数における高齢者数割合 
国営公園全体における高齢者の利用状況は現在のところ具体的に把握さ
れていない。平成 22(2010)年の 4月から入園料の区分として，65 歳以上
を対象とした「シルバー料金」が導入されはじめた。今後は個別の有料公
園にヒアリング等の調査を行うことで，データが蓄積されていくことと考
える。国営アルプスあづみの公園を事例とした平成 22(2010)年度及び平
成 23(2011)年度のシルバー料金による入園者数 40)は表 11 に示すとおり
である。平成 22(2010)年度におけるシルバー料金入園者数 2.86万人であ
り有料入園者数の 10.1%である。平成 23(2011)年度のシルバー料金入園者
数 3.31万人であり有料入園者数の 11.2%であり，平成 23(2011)年度の割
合がわずかであるが平成 22(2010)年度を上回っている。 
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一方で，小人入園者数は有料入園者数のうち平成 22(2010)年度は 5.99
万人であり有料入園者数の 21.1%である。平成 23(2011)年度は 5.93 万人
であり，有料入園者数の 20.1%と単年度比較であるが，小人割合の減少が
認められ，この間に小人と高齢者の割合が逆転している。 
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表11 国営アルプスあづみの公園における有料入園者内訳 
         
   平成22年度 平成23年度 
 有料入園者数(人) 283760   295090    
   大人 195252 68.8% 202674 68.7%  
   小人 59894 21.1% 59336 20.1%  
   シルバー 28614 10.1% 33080 11.2%  
  ※有料入園者数には団体，パスポート入園者を含む   
  ※割合は有料入園者数に占める割合    
・国営アルプスあづみの公園事務所からの聞き取りから作成 
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４．レクリエーション目的の多様化 
平成 9(1997)年及び平成 22(2012)年における「余暇活動の目的の推
移」 46)は，表 12 に示すとおりである。平成 9(1997)年調査において，
目的の上位から 11 項目については平成24(2012)年調査においても，
11 項目内の変動であり，「心の安らぎを得ること」「健康や体力の向上
をめざすこと」「家族との交流を楽しむこと」「友人や知人との交流を
楽 し む こ と 」「 身 体 を 休 め る こ と 」 な ど 能 動 的 項 目 が 上 位 に あ り ， 13
年前と同様の要求度であった。 
一方で，平成 9(1997)年調査と平成 24(2012)年調査での推移をみる
と，「好奇心を満たすこと」「知識や教養を高めること」「健康や体力の
向上をめざすこと」などの自己実現的な項目が大きく伸びている。 
 
 
表 12 余暇活動の目的と推移 
1 心の安らぎを得ること 59.1% 63.5%心の安らぎを得ること
2友人や知人との交流を楽しむこと 57.8% 53.4%健康や体力の向上をめざすこと
3身体を休めること 48.5% 49.5%家族との交流を楽しむこと
4家族との交流を楽しむこと 42.8% 48.3%友人や知人との交流を楽しむこと
5健康や体力の向上をめざすこと 40.2% 48.1%身体を休めること
6日常生活の解放感を味わうこと 35.7% 38.9%知識や教養を高めること
7自然に触れること 35.4% 35.8%好奇心を満たすこと
8知識や教養を高めること 25.2% 34.6%日常生活の解放感を味わうこと
9自分で作れる喜びを満たすこと 19.8% 33.2%自然に触れること
10芸術や美的な関心を満たすこと 16.5% 30.9%自分で作れる喜びを満たすこと
11好奇心を満たすこと 11.3% 24.4%芸術や美的な関心を満たすこと
12社会や人のために役立つこと 9.9% 21.7%技術や腕前の向上をめざすこと
13ぜいたくな気分にひたること 9.1% 21.1%仕事や学習に役立つこと
14仕事や学習への新しい意欲を得ること 9% 20.7%実益（収入）に結びつくこと
15技術や腕前の向上をめざすこと 8.9% 20.5%社会や人のために役立つこと
16仕事や学習に役立つこと 8.7% 18.5%創造力を発揮すること
17実益（収入）に結びつくこと 6% 17.8%仕事や学習への新しい意欲を得ること
18創造力を発揮すること 6% 17.5%ぜいたくな気分にひたること
19賭けや偶然を楽しむこと 5.6% 15%推理、想像を楽しむこと
20腕を競い競争すること 4.2% 9.8%賭けや偶然を楽しむこと
21推理、想像を楽しむこと 3.8% 6.6%腕を競い競争すること
22スリルを味わうこと 3.7% 6%スリルを味わうこと
1997年　余暇活動の目的　選択割合（現在の目的） 2012年　余暇活動の目的　選択割合（現在の目的）
  
出 典 ： レ ジ ャ ー 白 書 201246) 
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Ⅲ 国営公園の利用者動向と整備の展望 
表 12 に示すとおり余暇活動の目的の多様化がみられる社会状況の中で，
平成 22(2010)年度以降，国営公園入園者は僅かずつではあるが減少傾向
にある。少子高齢という人口構造が進行する状況下において，今後，整備
予算が減少していく中で国営公園内の施設リニューアル(再整備)や運営維
持管理の施策を行っていく上で，施策の優先順位をつけ，整備を進めてい
く必要がある。  
これまでの供用面積の増加に伴う有料入園者は概ね堅調に増加してき
ており，国の施策として国民のニーズに対応していたと考えられるが，
公園毎の詳細な利用者動向のデータは国から開示されておらず詳細な分
析は困難となっている。  
また，表 10 に示すとおり供用面積当たりの有料入園者数については，
平成 21(2009)年度以降，微減がみられる。森林または林地の追加供用を
している滝野すずらん丘陵公園，備北丘陵公園，まんのう公園などでは，
供用面積当たりの有料入園者数は減少傾向が予想され，今後，供用する
面積に見合う有料入園者数の確保が課題になると考えられる。  
 
１．有料入園者数のうち小中学生入園者数の動向 
国営公園は，平成 21(2009)年 3月に閣議決定された社会資本整備重点
計画の「全国民に対する国営公園の利用者数の割合「4.0 人に 1 人(H19 年
度)から 3.5 人に 1 人(H24 年度)」」を指標として，事業を実施してきて
いる。しかし，利用者について，大人小人などの区分の内訳は示されては
いない。この実態は，表 7 に示す有料公園ではゲート等の通過により入園
者数を把握している公園と，広大な河川敷のように入園といった特段の意
識を持たずに利用される公園では詳細な利用者の把握に違いが生じると考
えられる。 
表 10 にみられるように全体入園者数と有料入園者数の割合が 20％程度
とほぼ一定であることから，有料入園者数による国営公園の利用分析は，
今後，国営公園の運営維持管理状況を分析していく上で重要な視点である
と考えられる。大人，小人，シルバーといった入園料区分から利用者の動
態を正確に把握することが可能となる。 
昭和記念公園のように都市部にある有料公園を除き，多くの有料公園
は都市縁辺部に位置することから，小中学生である小人が単独で利用す
ることは少ないと考えられる。こうした状況に加え，我が国における小
中学生人口は減少している社会状況において，小人入園者数の増加がみ
られることは，小中学生を連れ立って国営公園へ行こうとする大人が増
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加していることが考えられる。こうした小人入園者数が増加している傾
向は，親や学校関係者である大人が小中学生と連れ立っての利用や遠足
等の団体利用の増加が考えられる。  
一方で，小人入園者数割合は，減少傾向が継続的にみられることから，
これまでの公園事業は，いわゆる「大人向けの整備又は，大人に好まれ
る整備」であり，国営公園へ行くか，行かないかの判断が自律的にでき
るシルバー世代を含めた大人と比べると，小中学生を連れ立って国営公
園へ行こうとする親や学校関係者等の大人は相対的に少なく，大人入園
者数の伸びほど小人入園者数の増加に結びつかず，小人入園者割合が減
少したと考えられ，我が国の少子高齢社会の影響がみられる。  
我 が 国 の 少 子 高 齢 の 状 況 に つ い て ， 少 子 化 は 少 子 化 社 会 対 策 基 本 法
（平成 15 年法律第 133 号）第 9 条に基づく「少子化の状況及び少子化に
対処するために講じた施策の概況に関する報告書」 48)において，「合計特
殊出生率が人口置き換え水準をはるかに下まわり，かつ，子どもの数が
高齢者人口（65 歳以上人口）よりも少なくなった社会を，「少子社会」
と呼ぶこと」と，しており，「わが国では 1997（平成 9）年に子どもの数
が 高 齢 者 人 口 よ り も 少 な く な っ た の で ， こ の 年 以 降 ， 少 子 社 会 と な っ
た」としている。 
 
２．有料入園者数のうち高齢者数の動向 
国営アルプスあづみの公園を事例として有料入園者のうち高齢者であ
るシルバー料金者数の動向を分析してみると平成 22(2010)年度及び平成
23(2011)年度のシルバー料金者数の割合は，10.08%と 11.21%であり，概
ね 10%程度となっている。しかし，国営公園全体における高齢者の正確
な利用状況は現在のところ具体的に把握されていない。 
我が国の高齢社会の状況について，高齢社会対策基本法（平成７年法
律 129 号）第 8 条に基づき，「平成 9 年版高齢化の状況及び政府が講じた
高齢社会対策の実施の状況に関する報告書」 49)では，65 歳以上の人口が
総 人 口 に 占 め る 割 合 （ 高 齢 化 率 ） に よ り 区 分 し て お り ， 同 報 告 書 で は
「いまや我が国の 65 歳以上の高齢者は 1,902万人，総人口の 15.1％を
占める (平成 8 年 10 月１日現在推計人口)。私たちは，既に高齢社会に
暮らしている。」としており，平成 24 年版では，「総人口に占める 65 歳
以上人口の割合（高齢化率）は 23.3％」と「超高齢社会に入っている」
としている。 
今後，一層の少子化に伴い高齢化率が高まると，都市近郊にあって利
用しやすく，一定の飲食施設，トイレ，バリアフリー整備等のサービス
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水準が整い，遊園地等のレジャー施設より低廉な料金でサービスを享受
できる国営公園でのくつろぎや癒し，健康増進，自然・文化体験等の多
様なレクリエーション活動を行うシルバー料金入園者が増加すると考え
られる。 
 
３．国営公園整備とレクリエーションの多様化 
国営公園のうち一の都府県の区域を超えるような広域の見地から設置さ
れるイ号国営公園における公園施設の整備に関する都市公園法施行令上の
技術的基準として，「当該都市公園の誘致区域内にある他の都市公園の公
園施設の整備状況を勘案して，多様なレクリエーションの需要に応ずるこ
とのできるように公園施設を整備すること」とされている。国民の余暇活
動の目的が「心の安らぎを得ること」「健康や体力の向上をめざすこと」
「家族との交流を楽しむこと」「友人や知人との交流を楽しむこと」「身体
を休めること」などの能動的項目が平成 9(1997)年から平成 24(2012)年調
査で上位不変である。さらに，15 年間の調査の推移をみると，「好奇心を
満たすこと」「知識や教養を高めること」などの自己実現的で静的な文化
活動についての項目が大きく伸びており，余暇活動の目的が多様化する社
会情勢がみられる。 
これまでの国営公園事業は海の中道海浜公園などのイ号国営公園にみら
れる多様なレクリエーション需要への対応や吉野ヶ里歴史公園や飛鳥・平
城宮跡歴史公園の平城宮跡区域などの我が国固有の優れた文化的資産の保
存及び活用を図るため閣議の決定を経て設置される国営公園(ロ号国営公
園)の整備による歴史的・文化的資源の保全・利用といった政策目的に対
応してきた公園事業の進捗に伴い有料入園者数の増加がみられたことは，
余暇活動の目的が多様化する社会情勢に適切に対応してきたことを裏付け
ていると考えられ，社会資本ストックとして，国民生活の向上に貢献をし
ていることが示唆された。 
 
４．人口動態を踏まえた国営公園整備の展望 
これまで，我が国の人口は増加し続けてきているが，少子高齢社会とな
り，今後，人口減少が予想されている。 
一方で，経済成長期の昭和 40 年代初頭から始まった国営公園は，社会
資本として整備が行われてきており，入園者数は，増加傾向にあったが，
近年，やや下降傾向がみられる。これまで増加してきた入園者のうち，入
園料を支払って利用する者が増加してきた状況は，国営公園事業が国民ニ
ーズに適切に対応してきたことが考えられるが，全体の増加傾向に対して，
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小学生・中学生数の割合は減少している状況が生じている。 
本研究では，これまでの国営公園事業の面積・入園者の推移を整理し，
「大人」「小人」の区別が明確で正確に把握できる有料入園者数の推移に
着目し，近年の入園者の減少傾向について，人口減少時代の到来や近年の
レクリエーション需要の多様化を踏まえた考察を行うことにより，これま
での国営公園整備と入園者の関係について，考察を行った。 
国営公園の供用面積の増加と有料入園者数の増加は相関性がみられ，整
備による供用は社会資本ストックとして，国民ニーズに適切に対応し，国
民生活の向上へ貢献していることが認められる。一方で，今後，こうした
供用面積当たりの有料入園者数は減少する懸念がある。 
また，国営公園が国民ニーズに適切に対応しているか確認する際の一つ
の指標として，有料入園者数を用いることにより，国営公園全体の入園者
数のうち有料入園者数は約 20%程度とほぼ一定であることが認められ，国
営公園の運営維持管理状況を分析していく上で重要な視点であると考えら
れた。  
有料入園者の内，小人である小中学生の入園者数は，小中学生人口が減
少しているにもかかわらず，増加がみられ，公園事業として施策の効果が
認められる。一方で，小人の有料入園者割合は年々，減少傾向にあり，小
人に比べ大人の有料入園者数の増加が著しいことが明らかになった。こう
した状況は我が国の少子高齢社会を反映していると考えられる。大人のう
ち 65 歳以上の高齢者の利用状況について，シルバー料金が導入されたこ
とにより分析が可能となったことから，今後，引き続き分析を行う必要が
ある。 
平成 22(2010)年度以降，全体入園者数が減少しており，近年は追加供
用による入園者数の増加が以前ほど発揮されず，今後は整備予算の減少傾
向と併せ，現下の社会状況から国営公園整備の一層の効率化により，概成
の促進や公園計画の見直しが予想される中で，追加供用による面積増では
大幅な入園者増は期待できず，国営公園入園者数の減少が懸念され，運営
管理面の対策が必要であるとともに，特に将来のリピーターとなる小中学
生の入園者割合の減少に対する施設整備・更新や運営管理面における対策
が必要であることが明らかになるとともに，超高齢社会における国営公園
の整備や運営管理についても検討が必要である。 
こうした国営公園における入園者数に影響がみられる状況は，今後，社
会資本ストックとして，国営公園をどのように整備し，管理していくかに
ついて，課題を提起していると考えられ，運営維持管理業務の管理水準の
確保 43)とともにストックである供用された公園の魅力を一層高め，国民
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生活の向上に資する運営維持管理及び適切な施設更新，バリアフリーの一
層の推進が重要であり，そうした対策の検討が必要である。検討に必要な
公園毎の小人，団体，シルバー料金等の料金の内訳，男女別等の詳細な入
園者数データについて，開示・分析が行われることが重要であると考えら
れた。 
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第４章 国営公園運営における新しい運営維持管理形態の導入 
Ⅰ 国営公園における運営形態 
１．運営形態の変遷 
国営公園の運営維持管理は，国営公園が一の都府県を超えるような広域
の見地から設置され大規模な公園であることや国家的な記念事業や我が国
固有の優れた文化的資産の保存・活用を図る観点から設置されている公園
であることから直接利用する者や受益者が多いことや都市公園の運営維持
管理の先な役割を果たす示す観点から，植物管理や催事等の内容は地方公
共団体が設置する都市公園と比べ一公園あたりの予算も多く，高度なサー
ビス提供を行ってきている。運営維持管理は，都市公園法に基づく公園内
の行為の許可，施設の設置等に係る許認可事務をはじめ，植物管理，建物
管理，清掃，巡視等の多様な業務から成り立っており，公園利用者サービ
スの観点から公園の一元的な維持管理を行う必要があることから国に直接
の管理組織を置き，国自らが実施すべきであるが，国家公務員定数の抑制
等の背景もあり，昭和 49(1974)年の国営武蔵丘陵森林公園の開園にあわ
せ，国営公園の維持管理を行う専門機関として，公益法人が設立している。
平成 18(2006)年度までこうした公益法人へ競争性のない選定手続きによ
り運営維持管理業務を委託してきている。都市公園の運営維持管理は，公
共による直轄管理→公益法人等の公的セクター管理→民間事業者管理へと
移り変わり，時代とともに変化している。 
 
Ⅱ 新たな運営維持管理形態 
１．競争性のある選定手続き導入の背景 
平成 18(2006)年 6月に内閣官房の公共調達の適正化に関する関係省庁
連絡会議「公益法人等との随意契約の適正化について」（平成 18 年 6 月
13 日）において，これまでの契約方法を見直すこととなり，維持管理業
務の契約手続きの改善を図ることとなった。平成 19(2007)年度より公益
法人以外の者に対して，業務への参加希望の有無を確認する「公募方式」
と呼ばれる随意契約(三箇年)をイ号の国営公園で導入し，平成22(2010)
年度からは企画力や技術力を競う「企画競争方式」を導入している。ロ号
公園では，平成 21 年度より「企画競争方式」を導入している。 
平成 22(2010)年に全園が概成した東京臨海広域防災公園及び滝野すず
らん丘陵公園の 2 公園については，「公共サービス改革基本方針」(平成
18 年 12 月 22 日閣議決定)において，民間競争入札(市場化テスト)の対象
として検討することとされ，平成 20 年度には技術評価と価格競争を組み
合 わ せ た 総 合 評 価 方 式 一 般 競 争 入 札 を 試 行 す る こ と と さ れ た 。 平 成
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21(2009)年 7 月 10日改訂の閣議決定で，平成 22 年 4 月から民間競争入札
を実施することが決定している。 
 
（１）国営東京臨海広域防災公園の概要 
東京臨海広域防災公園は，平成 13(2001)年 6月の都市再生本部（本部
長:内閣総理大臣）決定による「都市再生プロジェクト」の一環として整
備された東京湾臨海部における国の災害応急対策の拠点となる「基幹的広
域防災拠点」である。国土交通省は，防災拠点となる国営公園の整備にあ
たり，平成 15(2003)年 3月，都市公園法施行令に，それまでのレクリエ
ーションの需要への対応だけでなく，「災害時に広域的な災害救援活動の
拠点となるものとして国が設置する都市公園」を追加する改正を行ってい
る。 
同公園は，「国営公園(6.7ha)」と「都立公園(6.5ha)」と一体となった
都市公園（計13.2ha）となっており，国営公園部分には首都直下地震等の
大規模災害時の広域防災の現地対策本部となる本部棟施設が整備されてい
る。施設内には，内閣府が管理するオペレーションルーム，会議室等が整
備されている。併せて平常時の利用対応として，「防災体験学習施設」が
公園施設として整備されている。 
 
２．運営維持管理業務における「市場化テスト」の特徴 
市場化テストにおける業務として達成すべき質やその確認の方法につい
て，発注者である国は，「要項」として公表している。要項の内容につい
ては，公共サービス改革法により定められているとともに内閣府において
標準例や指針等が示されている。具体の業務における民間事業者が提供す
るサービスの質，評価の項目，継続的に質をチェックするモニタリングの
方法が「要項」に記載されている。市場化テストに参加しようとする事業
者は，要項を確認した上で業務に参加するか、しないかの判断を行うこと
ができる。 
本業務における要項の特徴的な部分は「対象公共サービスの質」におけ
る①「包括的な質」，②「個別業務の質」，③「評価項目」，④「モニタリ
ング方法」を設定している点である。それぞれについて，その内容を記す。 
 
（１）包括的な質の設定 
包括的な質とは，公共サービスとして達成すべき質である。同公園の場
合，災害時は現地対策本部が設置される公園ではあるが，平常時における
防災拠点機能として，来園者への防災意識向上等の機能も有していること
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から，「防災に関する普及啓発を着実に実施するとともに本業務を通して，
より多くの利用者に快適な公園利用を可能とする」ことを基本的な方針と
して明示している。具体には「利用者の確保」，「利用満足度の向上」及び
「行催事の実施回数」の３点が設定されており，それぞれの設定内容を表
13，表 14 及び表 15 に示す。 
 
（２）個別業務の質の設定 
個別業務の質とは，維持管理業務における植物管理，建物管理，清掃，
巡視等それぞれの水準を示している。要項では，この水準が達成されると
考えている数量や回数を明示し，積算を行い，所要額の算出を行っている。  
 
（３）評価項目 
本業務において，個別業務の質を達成しつつ，包括的な質の達成・向上
に向けた取り組みや考え方を評価項目として明示している。ⅰ体制に関す
る項目（5 項目），ⅱ企画提案に関する項目（11 項目），ⅲ改善提案に関す
る項目（1 項目）の計 17 項目の設定を行っており，その項目の概要を表
16 に示す。評価方式は，加算方式により技術と価格の対比は２：１とし
ている。 
 
（４）モニタリング方法 
業務完了後，引き続き，市場化テストを実施していくか，についての審
査を行い，実施状況について所管大臣から内閣総理大臣へ報告することが
義務付けられている。このため，本業務とは別に業務期間中，包括的な質
が確保されているかの調査（モニタリング）を実施することとしている。 
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表13 利用者の確保 
体験学習施設の入館者数（各年度毎に年間１０万人以上。ただし，初年度は７万５千人以上とす
る。） 
出典：平成21年度 国営東京臨海広域防災公園 運営維持管理業務民間競争入札実施要項50) 
 
 
表14 利用者の満足度 
１）「体験学習施設のサービス」に関する「満足できる」の回答比率(履行期間の平均で４０％以
上)  
「体験学習施設のサービス」に関する「不満である」の回答比率（履行期間の平均で２％以
下）  
２）「自主事業及び委託費を充当する行催事」に関する「満足できる」の回答比率(履行期間の平
均で３０％以上)  
「自主事業及び委託費を充当する行催事」に関する「不満である」の回答比率(履行期間の平均
で２％以下)  
３）「自主事業及び委託費を充当する行催事」における防災に関する学習効果について「満足でき
る」の回答比率（履行期間の平均で３０％以上） 
「自主事業及び委託費を充当する行催事」における防災に関する学習効果について「不満であ
る」の回答比率(履行期間の平均で２％以下)  
出典：平成21年度 国営東京臨海広域防災公園 運営維持管理業務民間競争入札実施要項50) 
 
 
表15 行催事の実施回数 
目的・テーマ 参加者 開催頻度 
防災関連の普及啓発（大規模） 100人程度以上 ２回／年以上 
防災関連の普及啓発（中規模） 
近隣施設との連携によるもの 50人程度以上 12回／年以上 
  
市民との協働によるもの 50人程度以上 12回／年以上 
防災関連の普及啓発以外の行催事 50人程度以上 12回／年以上 
出典：平成21年度 国営東京臨海広域防災公園 運営維持管理業務民間競争入札実施要項50) 
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表16 評価項目の概要 
  区 分 評価項目の概要 
1 業務水準の具現性 
2 
実施体制 
提案内容の実現性 
3 業務目的の理解，計画的な業務の実施の考察 
4 
業務に対する認識 
基本方針の明確さ 
5 現行基準ﾚﾍﾞﾙの確保の実態 各業務の提案内容の具現性 
6 体験学習施設の利用者数の確保 体験学習施設の年間利用者数確保に向けた具現性 
7 体験学習施設のサービスの満足度の達成に向けた
具現性 
8 
利用者満足度の向上 
自主事業等の満足度の達成に向けた具現性 
9 基幹的広域防災拠点としての役割 基幹的広域防災拠点としての理解度，本公園の役
割についての理解促進のための取り組みの具現性 
10 多様な利用プログラムの提供 屋外多目的広場を含めた体験学習施設の運営プロ
グラムの実施内容の具現性 
11 近隣施設との連携 防災イベント等の実施のため，近隣施設等との協
力関係構築の具現性 
12 市民協働 防災関係のＮＰＯ団体等との協力関係構築の具現
性 
13 維持管理 維持管理における工夫の具現性 
14 利用者の安全・安心 利用者の安全を確保する管理の具現性 
15 少子高齢化・福祉社会 体験学習施設のサービス提供での高齢者等への円
滑利用のための工夫の具現性 
16 自主事業 公園の魅力向上の観点からの自主事業の具現性，
積極性 
17 各業務の最低水準として示された仕
様書に対する改善提案 
質の維持・向上に関する提案の具現性 
・平成21年度 国営東京臨海広域防災公園 運営維持管理業務民間競争入札実施要項50)より作成 
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３．「市場化テスト」の概要 
「市場化テスト」の手続き過程は公共サービス改革法を始めとする法令
等により定められており，契約を行う国土交通省の手続きと併せ，それを
チェックする内閣府の手続きを行うこととされている。内閣府の手続き過
程は大きくⅰ対象事業の選定，ⅱ事業実施，ⅲ評価の３段階に分かれ，段
階毎に官民競争入札等監理委員会（公共サービス改革法に基づき設置され
た第三者機関）の審議が入ることになり，その過程の透明性，中立性，公
正性を確保している。 
対象事業の選定後，事業実施にあたり必要な事務として，民間競争入札
実施要項（以下，「要項」という）案の作成を行う必要があり，監理委員
会の審査を受け，最終的に「委員会の議を経る」ことが必要となっている。 
 
（１）事業者の選定手続き 
要項の審査は，監理委員会の下に設置されている小委員会において行わ
れ，その際にいくつかの指摘を受け，その修正やパブリックコメントの意
見反映を行い，平成 21 年 9 月 25 日に監理委員会の議を経ている。審査に
おいては，①民間事業者の参入障壁となっていないか，②民間事業者の参
加を促す仕組み（インセンティブ）となっているかという２点について，
特に審議されている。 
①については，国営公園という「複数の業務を一元的に実施」する業務
であることから，業務をⅰ全体統括（企画立案・マネジメント），ⅱ施設
運営維持管理，ⅲ植物管理に分け，個々の業務実績を求め，共同企業体
（以下，「 JV」という）での参加を可能にしている。  
②については，本業務の契約金に依らない民間事業者の創意による「自
主事業」を実施することができることとし，例えば，一定の制限がかかる
ものの自主事業としてイベントの開催や誘致に伴う物販等よる収益を得る
ことが可能としている。  
一方で，こうした公園内で収益が得られる仕組みについては，一定の収
益が得られる場合に可能であり，収益が得られない場合は，インセンティ
ブとはならず，こうした仕組みの導入にあたっては慎重な検討が必要であ
ると考えられる。  
また，今回のように新規の業務ということもあり，過年度のデータが無
いことから「民間事業者の責に依らない事由の場合，包括的な質及び個別
業務の最低水準が未達成の場合の減額変更なし」とし，民間事業者のリス
クを軽減させ，参入しやすい環境を整えている。 
なお，こうした議論の議事録は，資料を含め，内閣府のホームページに
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公表されている。 
 
（２）運営維持管理業務への新たな参加者 
①入札経緯の概要 
監理委員会の議を経た平成 21 年９月 28 日に入札公告が行われ，局にお
ける総合評価方式の一連の手続きである企画提案書の提出，ヒアリング，
有識者委員会の開催，入札等の手続きを行い，平成 22 年 1 月 22 日に落札
予定者を特定している。 
公告時に入札説明書を配布し，23 法人が受領しており，23 法人の業態
内訳 51)を表 17 に示す。 
公告後，12 月 11 日までに企画書を提出したのは，全て JV であり，JV
の業態内訳 52)を表 18 に示す。 
入札書の提出は，6JV のうち 5JV から提出があり，企画書の評価である
技術評価と入札の価格評価の 2 つの評価より落札予定者の特定を行ってい
る。 
特定された JV は，技術評価 2 位，価格評価 2 位であった JV が総合点で
1 位となっている。 
特定後，落札予定者は仕様書に基づき，業務計画書の策定を行い，局の
承認を受けた後に契約を行うこととなっている。業務計画書には，本業務
の実施方針・体制・計画等を記載することとなっており，このうち実施計
画において，年間の計画実施回数・数量や企画提案した内容を記載させる
ことにより，実行の担保としている。 
また，今後の国営公園における運営維持管理業務の改善の参考とするた
めに，局は本業務における「入札説明書」の交付を受けた 23 法人に対し
て，無記名アンケートを実施している。（14 社からの回答）回答のあった
ものを図 13 に示す。 
なお，こうした入札参加状況，評価結果等やアンケートの実施状況は局
の閲覧資料又はホームページに公表されている。 
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表17 「入札説明書」の受領法人の業態 
業   態 法 人 数 
ビルメンテナンス系法人 8法人 
造園施工系法人 5法人 
展示・イベント企画系法人 5法人 
建設コンサルタント系法人 2法人 
公園管理系法人 2法人 
消防設備系法人 1法人 
計 23法人 
・国土交通省関東地方整備局アンケート51)より作成 
 
 
表18 共同企業体の構成法人の業態 
  共同企業体を構成する各法人の業態 
  
造
園
施
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イベ
ント
企画 
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園
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○ 
○ 
   3 
お
JV 
○   ○   2 
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JV 
 ○   ○ ○ 3 
  5 4 3 1 1 1  
・国土交通省関東地方整備局入札閲覧資料52)より作成 
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図13 「入札説明書」受領法人へのアンケート(複数回答) 
・国土交通省関東地方整備局アンケート51)より作成 
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A 特に、体験学習施設において、達成すべき年間入館者数の設定が高すぎた 
B 自社における今後の事業展開の参考とするため 
C 特に、体験学習施設において、達成すべきサービスの満足度の設定が高すぎた 
D 特に、自主事業及び委託費を充当する行催事の満足度の設定が高すぎた 
E 仕様書（数量総括表含む）の内容が不明確であった 
F 企画書の量が多すぎて、提出期限に余裕がなかった 
G 企画書で求める企画提案の水準が高すぎるため、提出期限に余裕がなかった 
H 入札書受付締切期限に余裕がなかった 
I 応札資格要件が高すぎて満たさなかった 
J 特定の業者に有利（データや技術の保有等）と思われる仕様内容となっていた 
K 仕様書の内容が自社では履行困難であった 
L 発注規模が大きすぎる等、事業規模が合わなかった 
M 業務内容が自社の得意とする分野でなく、受注の見込みが低いと判断した 
N 他の競争案件に労力が裂かれ、本件への対応に手が回らなかった 
O 業務の履行には新たな体制整備等が必要であるが、収益性の観点から魅力が少ない業務であると判断した 
P その他 
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②業務参加者の実態 
表 17 は本業務の入札参加に興味のある法人であり，表 18 は入札参加し
た法人である。表 17 及び表 18 の表から，本業務に対する法人業態の違い
が明らかにみられた。造園施工系法人，展示・イベント企画系法人につい
ては，要項受領，企画書提出の各段階において，一定数があり，数の変化
はない。一方，ビルメンテナンス系法人は，要項受領の段階で 9 法人であ
り，他業種より突出し，企画書提出の段階では，2 法人と極端な減少が見
られる。これは，建物である本部棟があることから，建物管理が主体業務
という認識で，要項を受領し，内容の確認後，期待した業務内容では無か
ったことや，公園としての「包括的な質」の設定により，企画書までの提
出に至らなかったと考えられる。 
また，本業務の入札参加者は，全て JV となっており，各法人がそれぞ
れの専門分野を活かした形態で本業務に参加してきている。 
図 13 からは，「特に，体験学習施設において，達成すべき年間入館者数
の設定が高すぎた」の回答が最も多く，その他にも「体験学習施設の満足
度設定」や「自主事業及び行催事の満足度設定」など公園のサービス水準
となる「包括的な質」に係る設定が高いと感じている回答が多く見られ，
民間事業者等の抵抗感となっていることが明らかになった。これは，新規
の公園であり過年度データが無かったなど，設定された数値の判断に困難
な面があったと考えられる。 
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Ⅲ 新たな運営維持管理導入の成果と将来展望 
１．運営維持管理事業の導入成果 
競争性のある選定手続きである市場化テストにより国営公園の公園管理
において，新たな領域に入ったといえる。民間事業者による運営維持管理
の結果は出ていない現段階ではあるが，市場化テスト導入による成果と課
題は，以下のような内容である。 
 
（１）市場化テスト導入の成果 
導入の成果としては，公園の管理水準の質を定量的に数値として明示し
た点である。これまで，国営公園の整備・管理は，社会資本整備重点計画
法に基づく社会資本整備重点計画(平成 21 年 3 月 31 日閣議決定)において，
平成 20～24 年度までに「全国民に対する国営公園の利用者数の割合」に
ついて【4.0 人に 1 人(H19 年度)→3.5 人に 1 人(H24 年度)】とすることと
しているが，利用者数以外の数値により，公物である公園の質について数
値化（定量化）し，契約を行っている点で，これまでと異なっている。 
管理水準の数値化は，公園管理者側からすれば，公園毎に異なる目的・
特性に応じた公園管理の目標を定量的に示すことであり，管理者が期待す
る公園像を示すものとなる。 
数値化という達成目標が明確になることにより民間事業者参入が容易に
なると考えられ，本業務の入札においても参加した 6JV では 15法人から
構成されており，多様な業態による法人の直接的な参加があったところで
ある。多くの事業者が参入することにより水準達成までのアプローチが多
様化し，利用者にとって（契約毎となるが）多様なサービスを享受する機
会が増えると考えられる。 
 
（２）競争性のある選定手続き導入による今後の課題 
管理水準の数値化は，設定する側が多様な利用者サービス提供を優先さ
せるがあまり，設定する管理水準が高度化・複雑化する恐れがある。 
また，維持管理する側は数値達成のみを追求し，本来その公園が持つ特
徴で定量的に示せない定性的な水準（例えば，雰囲気，静寂さ等）が疎か
になる恐れがある。 
さらに，JV の場合，構成する法人間の連携・調整（法令上，金銭面も
含め）に労力を要するなど，現場の状況に応じたタイムリーな一元的な管
理が行われない恐れがあり，これらの結果，利用者へ提供すべき必要なサ
ービスが十分に提供されなかったり，サービスの質が低下する恐れがある。 
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２．民間事業者参入による運営維持管理の将来展望 
都市公園は，都市における「みどりの拠点」として様々な機能を持って
おり，その目的・特徴にあった管理が行われる必要がある。 
特に明確な目的を持った国営公園の場合，運営維持管理の重要性は高く，
利用者からの期待も多様である。多様な期待に応える一つの手法として，
今回のような市場化テストを用いた運営維持管理業務の選定は，多くの民
間事業者等の参加があり，様々な企画提案がある中で，適切な競争原理の
下，行われることが重要である。  
今回行われたアンケート結果から「包括的な質」として示した管理水準
の数値化は，民間事業者の抵抗感として表れていることから，数値化にあ
たり，精緻な根拠データを提示していくことはもとより有識者や利用者等
から構成される委員会やパブリックコメントを活用するなど水準設定の背
景・理由の設定過程の透明化を図りつつ，公園の目的・機能や役割を踏ま
えた適切な達成目標となる管理水準の設定が必要である。定性的な水準の
設定の際も同様である。  
また，公園の目的・機能や役割を最大限に発現させていくには，管理水
準の設定だけでなく，それ以外の様々な公園管理に係る運営維持管理の仕
様を整えていく必要がある。  
さらに，課題で示された懸案や示された管理水準・仕様がどのような状
況であるのかモニタリングを行い，評価する仕組みやその結果を適切に反
映・改善していく仕組みの構築が，国営公園の運営維持管理だけでなく，
今後の都市公園における運営維持管理を高めていくために重要だと考える。  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
終章 結論 
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終章 結論 
Ⅰ 国営公園整備の国民ニーズへの対応 
（１）国が保持すべき直接的な都市内のオープンスペース整備 
昭和 20（1945）年の第 2 次世界大戦後，国による直接的な都市内のオ
ープンスペース整備事業について，閣議決定等の国の方針決定，法令等の
制定状況，都市計画法上の都市計画決定，都市公園法上の設置すべき区域
の設定・供用告示の一連の変遷について，一覧化により，国の方針決定，
法令制定，整備状況について，これまでの法制度上の分類ではなく，①社
会背景，②公園区域設定・整備形態の変遷，③公園毎の基本方針・基本計
画の策定主体の変遷の観点から通観した。通観にあたり国が直接的に整備
してきた都市内オープンスペース整備事業における変化の特徴を抽出し，
整備事業の整理を行い，様々な事象に対応し，発展してきた過程について
時代ごとの類型化を行った。 
その結果，①社会背景の変遷の観点からは，戦後の旧皇室苑地の取り扱
いから高度成長期を経て国民所得の向上とともに国が関与しなくてはなら
ない都市内オープンスペース整備事業が戦後途切れることなく，継続的に
行われてきていることが確認できた。②公園区域設定・整備形態の変遷の
観点からは，国が整備してきた都市内オープンスペースについて，具体の
公園整備にあたり，周辺も含めどのように公園区域が設定され，整備され
てきたか整備対象空間から分類を行った。これにより過去あったような
「大規模単独」型の整備は今後，困難であり，今後の整備において，状況
に応じた組み合わせにより，一層の整備手法の多様化が進むと考えられた。
③基本方針等の策定から整備・管理までの主体の変遷の観点からは，関与
の度合いに応じ，国の機関の分類により，整備決定から管理までの一連の
事務処理について，５区分し，比較することにより公園整備の一連の過程
について，当初より現在のスタイルではなく，一律ではないことが確認で
きた。社会状況に対応した国の方針決定，様々な関係機関と協力・連携し
た基本方針等の策定，整備形態の組み合わせの多様化等により複合的に構
成されてきた国のオープンスペース整備事業は，画一的な整備手法に固執
せず，様々な社会条件に対して，柔軟に対応してきたことが明らかになっ
た。 
また，国の直轄事業によるオープンスペース整備は，従前土地の自然や
文化的資産等を活用する「資源依存型」と都市住民の高いレクリエーショ
ン需要等を満たすことが求められた「利用者本位型」の混在した空間整備
であったことが考えられ，戦後，継続的に国民生活の変化等の社会状況の
変化に即応し，整備を行うための対応を行ってきていることが明らかにな
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った。こうした国による直接的な整備は，その当初の過程から継続的に，
技術的知見を蓄積し，制度構築を適切に行い，法制度化することにより全
国に国営公園整備が促進されたことが明らかになった。 
さらに，国が直接，オープンスペースを整備・管理する法制度・整備手
法については，社会要請に対応し，高度化する運営維持管理と併せ，様々
な国の政策目的を実現させる手法として，引き続き時代や状況に応じた改
良を加えつつ，今後も保持し続ける手法の一つであると考えられた。 
 
（２）国民から選択される社会資本に向けての対応 
我が国における国営公園整備着手時から現在までの都市公園関連予算，
国営公園整備予算，国営公園供用面積，有料入園者数，一人当たり国民所
得の推移を比較し，分析を行うことで国民のニーズに適切に対応してきた
か検討した。 
その結果，国営公園の整備効果を測る指標として有料入園者数を用いる
ことにより，国営公園全体の入園者数のうち有料入園者数は約 20%程度と
一定であることが認められ，国営公園の整備効果を論じる際に有料入園者
数は一定の指標となることが明らかになった。 
国営公園の有料入園者数の増加は，供用面積の増加とともに一人当たり
国民所得の停滞期においても一定の増加傾向がみられ，一定の経済的豊か
さに達する過程及び安定状況においては，供用面積の増加が入園者数の増
加へと結びついていたが，一人当たり国民所得に大きな減少がみられると
入園者数に影響が出ることが考えられた。 
今後は，整備予算の減少傾向と併せ，現下の社会状況から国営公園整備
の一層の効率化により，概成の促進が予想される中で，追加供用による大
幅な入園者増は期待できず，国営公園入園者数の減少が懸念され，運営管
理面の対策が必要であるとともに，特に小中学生の入園者数割合の減少に
対する施設整備・更新や運営管理面における対策が必要であることが考え
られる。 
国民の「余暇活動の目的」の推移 46)から，「心の安らぎ」「健康や体力
の向上」等の能動的な活動を選択する割合は高く，一方で「知識や教養を
高める」「好奇心を満たす」など静的な文化活動について，この 15 年で目
立って高くなっており，余暇の目的が多様化・複合化する社会情勢がみら
れ，国民のニーズが成熟してきたことがみられ，国営公園が多様なレクリ
エーション需要への対応と歴史的・文化的資源の保全・利用や防災等の新
たな政策目的に対応してきたことが，裏付けていると考えられる。 
さらに，近年の国営公園入園者数の減少について，少子高齢社会や一人
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当たり国民所得の減少による事象であるのか，あるいは国営公園の整備内
容が国民のニーズと乖離しはじめていることによるものであるのかを検討
した。 
これらの有料入園者数を中心として，これまでの供用面積の推移と一人
当たり国民所得との関係，さらに国民の余暇活動との関係について検討し
た。 
その結果，社会資本ストックとして，国民生活の向上に一定の貢献をし
ていることが示唆された。しかし，経済状況の下降局面において，入園者
数に影響がみられる状況は，今後，国営公園事業をどのように整備し，管
理していくかについて，課題を提起していると考えられ，ストックである
供用された公園の魅力を一層高め，国民生活の向上に資する運営維持管理
及び適切な施設の更新が重要であることが示唆された。 
このため，公園の持つ様々な機能を高める指標として，入園者数や満足
度だけを指標とするのではなく，新たな「公園価値」指標を国民に理解し
やすい形で示す必要があると考えられ，得られた知見を全国の公園を管理
している地方公共団体と共有し，今後の都市公園行政へ活かしていくこと
が必要である。 
また，こうした指標と連動して，これまでの投資効果が発揮され，国民
ニーズを汲み取る運営維持管理方法の発展，老朽施設の適切な更新を行い，
選択される社会資本として魅力を高めていくことも重要であると考えられ
た。 
 
（３）人口減少期の到来を踏まえた国営公園整備の対応 
これまでの国営公園整備の推移と有料入園者数のうち，「小人料金」を
支払う小学生及び中学生の入園者数について特に着目し，我が国の小中学
生人口推移と比較しつつ，国営公園における小中学生の利用推移について，
分析するとともに，国民の国営公園における余暇活動の傾向との関係につ
いて考察を行い，これまでの国営公園整備が国民ニーズに適切に対応して
きたかについて検討した。 
その結果，有料入園者の内，小人である小中学生の入園者数は，小中学
生人口が減少しているにもかかわらず，増加がみられ，公園事業として施
策の効果が認められた。一方で，小人の有料入園者割合は年々，減少傾向
にあり，小人に比べ大人の有料入園者数の増加が著しいことが明らかにな
った。こうした状況は我が国の少子高齢社会を反映していると考えられ，
今後，大人のうち 65 歳以上の高齢者の利用状況について，シルバー料金
が導入されたことにより分析が可能となったことから，引き続き分析を行
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う必要性が示唆された。 
国営公園の供用面積の増加と有料入園者数の増加は有意な相関性がみら
れ，整備による供用は社会資本ストックとして，国民ニーズに適切に対応
し，国民生活の向上へ貢献していることが認められる。一方で，今後，こ
うした供用面積当たりの有料入園者数は減少する懸念がある。 
平成 22(2010)年度以降，全体入園者の減少がみられ，近年は追加供用
による入園者数の増加が以前ほど発揮されず，今後は整備予算の減少傾向
と併せ，現下の社会状況から国営公園整備の一層の効率化により，概成の
促進や公園計画の見直しが予想される。こうした中で，追加供用による面
積増は供用に伴うイベントによる入園者増として一時的な期待はできるが，
長期的に大幅な入園者増の期待はできない。その対策として，運営管理面
の一層の創意工夫が必要であるとともに，特に将来のリピーターとなる小
中学生の入園者割合の減少に対する施設整備・更新や運営管理面における
対策が必要であることが明らかになるとともに，超高齢社会における国営
公園の整備や運営管理についても検討が必要である。 
こうした国営公園における入園者数に影響がみられる状況は，今後，社
会資本ストックとして，国営公園をどのように整備し，管理していくかに
ついて，課題を提起していると考えられ，運営維持管理業務の管理水準の
確保とともにストックである供用された公園の魅力を一層高め，国民生活
の向上に資する運営維持管理及び適切な施設更新，バリアフリーの一層の
推進が重要であり，そうした対策の検討が必要である。検討に必要な公園
毎の大人，小人，団体，シルバー料金等の料金の内訳，男女別等の詳細な
入園者数データについて，開示・分析が行われることが重要であると考え
られ，人口減少となる社会における今後の国営公園事業についての方向性
を明らかにした。 
 
（４）国民ニーズに対応する運営維持管理 
国営公園事業は整備だけでなく，国民ニーズに対応する運営維持管理を
実施していく必要がある。平成 22(2010)年 4月に供用した国営東京臨海
広域防災公園の運営維持管理業務では，国営滝野すずらん丘陵公園と併せ
て国営公園事業で初めて「市場化テスト」の手続きを導入し，競争性のあ
る方法により運営維持管理事業者を選定した。東京臨海広域防災公園を事
例として，「市場化テスト」経緯と一連の手続きの中で顕在化した技術的
な課題を明らかにした。 
特に明確な目的を持った国営公園の場合，運営維持管理の重要性は高く，
国民からの期待も多様であることから，国民の多様な期待に応える一つの
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手法として，市場化テストにみられる競争性のある運営維持管理業務事業
者の選定方法は，多くの民間事業者等の参加があり，様々な企画提案があ
る中で，適切な競争原理の下，公園利用者に対して有益なサービスを提供
することができる業者選定を行うことが重要であると考えられた。 
市場化テストでは，公園の管理水準の質を定量的に数値として明示した
点が，導入した成果の一つであると考えられた。管理水準の数値化にあた
り，精緻な根拠データを提示していくことはもとより有識者や利用者等か
ら構成される委員会やパブリックコメントを活用するなど水準設定の背
景・理由の設定過程の透明化を図りつつ，公園の目的・機能や役割を踏ま
えた適切な達成目標となる管理水準の設定が必要である。定性的な水準の
設定の際も同様である。 
一方で，課題として管理水準の数値化は，設定する管理水準が高度化・
複雑化する恐れがあり，本来その公園が持つ特徴で定量的に示せない定性
的な水準が疎かになる恐れがあると考えられた。 
さらに， 共同企業体(JV)の場合，連携・調整に労力を要するなど，一
元的な管理が行われない恐れがあり，サービスの質が低下する恐れがある
と考えられた。 
管理水準の設定だけでなく，それ以外の様々な公園管理に係る運営維持
管理の仕様を整えていく必要があり，課題で示された懸案や示された管理
水準・仕様がどのような状況であるのかモニタリングを行い，評価する仕
組みやその結果を適切に反映・改善していく仕組みの構築が，今後の国営
公園をはじめとする都市公園における運営維持管理を高めていくために重
要だと考えられた。 
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Ⅱ 国営公園整備の将来展望 
少子高齢化が進み人口減少社会が現実となる状況において，少なくなる
人口や限定された予算で社会資本ストックである国営公園を適切に整備・
管理していく工夫が必要である。既存の施設について，適切な維持管理の
下，予防的措置により長期に利活用しようとする「長寿命化施策」にみら
れる工夫は限定された予算において有効である。 
国による直接的な都市内のオープンスペース整備手法である国営公園
整備のうち，「一の都府県の区域を越えるような広域の見地から設置する
都市計画施設である公園又は緑地」であるイ号公園は，戦後の国民生活
の向上とともに多様なレクリエーション需要へ対応してきており，平成
15(2003)年の都市公園法施行令改正された「災害時に広域的な災害救援
活動の拠点」の技術的基準の追加にみられるようにその時代の政策目的
に対応した公園整備が行われている。 
また，「国家的な記念事業や我が国固有の優れた文化的資産の保存・活
用を図るため閣議決定を経て設置する公園又は緑地」のロ号公園は，明
治維新百年，昭和天皇在位 50 年にみられる国としての「節目」となる国
家的な記念事業や飛鳥地方の歴史的風土の保全，吉野ヶ里遺跡の発見へ
の対応など，その「時代」に対応した公園整備が行われている。 
これらの整備はいずれも国としての理念・考え方に基づき，戦後から
培った整備の知見，地方公共団体にはない広域の見地及び財政力により
整備を行ってきている。国際社会における我が国の存在価値をより高め
るとともに我が国の「時代」や「理念」を反映できるこうした整備手法
については，法制度を含め社会要請に対応し，高度化する運営維持管理
と併せ，様々な国の政策目的を実現させる手法として，引き続き時代や
状況に応じた改良を加えつつ，国が保持し続ける必要があると考えられ
た。 
将来展望として，社会状況に対応した国の方針決定，様々な関係機関と
協力・連携した基本方針等の策定，整備形態の組み合わせの多様化等によ
り複合的に構成することによって，画一的な整備手法に固執せず，様々な
社会条件に対して，柔軟に対応していくことが必要であり，今後の整備に
おいて，状況に応じた一層の整備手法の多様化を進める必要があると考え
られた。社会資本として多額の投資により整備した国営公園は，日常的な
維持管理はもとより，運営方法を改良することにより国民ニーズの変化に
適切に対応していく必要がある。そのためには，運営維持管理の重要性は
高く，利用者からの期待も多様であり，その期待に応える一つの手法とし
て，競争性のある運営維持管理業務事業者の選定方法は，多くの事業者の
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参加があり，様々な企画提案がある中で，適切な競争原理の下，行われる
ことが重要である。  
こうした競争性のある運営維持管理業務事業者の選定方法は，国営公園
では平成 18(2006)年度より導入されたばかりであり，未だその成果につ
いて，詳細な分析がされておらず，評価は定まっていない。管理者である
国においても発注を重ねるに従い仕様等の変更検討を行い，改良を加えつ
つあり，今後，事例を重ねることにより，詳細な分析が可能となると考え
られた。 
選定方法の中で，管理水準の様々な数値目標は，その数字を達成するこ
とにより公園全体の管理レベルの向上が図られること必要であり，今後設
定にあたっては，入園者数や満足度だけでなく，その公園が持つ能力 (潜
在を含めた )や特徴が発揮できるような設定を行う必要があると考えられ
た。設定にあたり，公園の持つ様々な機能を高める指標として，入園者数
や満足度だけを指標とするのではなく，新たな指標，例えば，良好な環境
を地域に提供している波及効果など，そこに国営公園が存在することによ
り生まれる「公園価値」を国民に理解しやすい形で示す指標の設定が必要
と考えられた。こうした価値が確立できれば，緑地保全の指標としても活
用が期待できる。得られた知見を全国の公園や緑地を管理している地方公
共団体と共有し，今後の都市公園・みどり行政へ活かしていくことが必要
である。 
また，公園の目的・機能や役割を最大限に発現させていくには，管理水
準の設定だけでなく，それ以外の様々な公園管理に係る運営維持管理の仕
様を整えていく必要がある。  
さらに，管理水準・仕様がどのような状況であるのかモニタリングを行
い，評価する仕組みやその結果を適切に反映・改善していく仕組みの構築
が，今後の都市公園における運営維持管理を高めていくために重要だと考
える。 
しかし，利用者の安全確保や老朽施設の更新など適切な運営維持管理を
行っていくためには，相応の費用が必要であり，行き過ぎた価格競争が行
われると十分な運営維持管理が行われなくなり，利用者からの満足度の減
少や事故発生等の恐れがあると考えられた。 
こうした整備や運営維持管理が良好に行われることにより，公園利用者
はもとより国民多くが公園やみどりに対する理解が深まり，必要な社会資
本として認知が高まることで，必要な予算確保につながり，良好な整備や
管理につながり，良いスパイラルアップが図られると考えられた。 
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Ⅲ まとめ 
本研究における目的は，①現在の社会状況や国営公園を取り巻く状況等
を踏まえ，これまでの国営公園整備のストックについて，その整備した時
代の社会的要請や国民ニーズに対して，適切に対応していること。②国が
都市内に直接オープンスペースを整備・管理する手法を引き続き，保持す
ることが今後の国の政策実現に必要であり，今後も保持すべき手法の一つ
であることを提示すること。また，③運営維持管理の動向を踏まえ，国営
公園事業が国民ニーズに適切に対応していくための課題を明示し，これら
により国営公園事業の将来展望を行い，人口減少の時代へ向けて今後対応
すべき国営公園整備･管理の方向性についての示唆を得ることである。 
本研究によって，明らかになり提示できた知見は以下のとおりである。 
まず，①これまでの国営公園整備のストックについて，その整備した時
代の社会的要請や国民ニーズに対して，適切に対応してきたことについて
は，国営公園の整備効果を測る指標として有料入園者数を用いることによ
り，国営公園全体の入園者数のうち有料入園者数は約 20%程度と一定であ
ることが認められ，国営公園の整備効果を論じる際に有料入園者数は一定
の指標となることが明らかにした。 
国営公園の有料入園者数を中心として，これまでの供用面積の推移と一
人当たり国民所得との関係，さらに国民の余暇活動との関係について考察
することにより，国営公園の有料入園者数の増加は，一定の経済的豊かさ
に達する過程及び安定状況においては，供用面積の増加が入園者数の増加
へと結びついていることを明らかにした。 
国営公園の供用面積の増加と有料入園者数の増加は高い相関性がみられ，
整備による供用は社会資本ストックとして，国民ニーズに適切に対応し，
国民生活の向上へ貢献していることを明らかにした。 
これまで入園者数は追加供用を繰り返すことにより増加してきたが，今
後は追加供用による大幅な入園者増は期待できず，国営公園入園者数の減
少が懸念され，運営管理面の対策が必要であるとともに，特に小中学生の
入園者数割合の減少に対する施設整備・更新や運営管理面における対策が
必要であることを示した。 
国民の余暇目的が多様化・複合化する社会情勢や国民ニーズの成熟化が
みられ，入園者数の増加は国営公園が多様なレクリエーション需要への対
応と歴史的・文化的資源の保全・利用や防災等の新たな政策目的に対応し
てきたことを示した。 
ストックである供用された公園の魅力を一層高め，国民生活の向上に資
する運営維持管理及び適切な施設更新が重要であり，国民に理解を深めて
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もらうため，公園の持つ様々な機能を高める指標として，入園者数や満足
度だけを指標とするのではなく，新たな「公園価値」指標を国民に理解し
やすい形で示す必要性について示した。 
これらのことから国営公園整備のストックについて，その整備した時代
の社会的要請や国民ニーズに対して，適切に対応してきたことを明らかに
した。 
次に，②国が都市内に直接オープンスペースを整備・管理する手法を引
き続き，保持することが今後の国の政策実現に必要であり，今後も保持す
べき手法の一つであることについては，戦後，国による直接的な都市内の
オープンスペース整備事業について一連の変遷について，一覧化を行い，
ⅰ社会背景，ⅱ公園区域設定・整備形態の変遷，ⅲ公園毎の基本方針・基
本計画の策定主体の変遷の観点から通観した。通観により事業における変
化の特徴により類型化を行い考察し，国営公園整備が様々な事象に対応し，
発展してきた過程を示した。 
国の直轄事業によるオープンスペース整備は，様々な従前土地の自然や
文化的資産等を活用するタイプと都市住民の高いレクリエーション需要等
を満たすことが求められたタイプが混在した空間整備であり，戦後，継続
的に国民生活の変化等の社会状況の変化に即応し，整備を行うための対応
を行ってきていることが明らかになった。 
国による直接的な整備は，その当初の過程から継続的に，基本方針等の
策定や公園整備の技術的知見を蓄積し，制度構築を適切に行い，国営公園
の法制度化により公園計画事務が明確となり，全国に国営公園整備が促進
されたことが明らかになった。 
さらに，社会状況に対応した国の方針決定，様々な関係機関と協力・連
携した基本方針等の策定，整備形態の組み合わせの多様化等により複合的
に構成されてきた国のオープンスペース整備事業は，画一的な整備手法に
固執せず，様々な社会条件に対して，柔軟に対応してきたことが明らかに
なった。 
これらのことから，こうした国が直接，オープンスペースを整備・管理
する法制度・整備手法については，社会要請に対応し，高度化する運営維
持管理と併せ，様々な国の政策目的を実現させる手法として，引き続き時
代や状況に応じた改良を加えつつ，保持し続ける必要があることを示した。 
③人口減少の時代へ向けて今後対応すべき国営公園整備･管理の方向性
に つ い て の 示 唆 を 得 る こ と に つ い て は ， 有 料 入 園 者 数 の う ち ，「 小 人 料
金」を支払う小学生及び中学生の入園者数について特に着目し，我が国の
小中学生人口推移と比較しつつ，国営公園における小中学生の利用推移に
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ついて分析し，小中学生人口が減少しているにもかかわらず，小中学生の
有料入園者数の増加がみられ，公園事業として施策の効果が認められた。
一方で，小人の有料入園者の割合は年々，減少傾向にあり，小人に比べ大
人の有料入園者数の増加が著しいことを明らかにした。  
国営公園事業に対する利用者・国民の理解を深めていくためには，運営
維持管理の重要性は高く，国民ニーズを汲み上げる競争性のある運営維持
管理業務事業者の選定方法や設定する管理水準は重要であり，選定方法の
課題や国営公園の「公園価値」を国民に理解しやすい形で示す指標の設定
が必要であることを示した。  
概成の促進や公園計画の見直しが予想される中で，追加供用による面積
増では長期的に大幅な入園者増は期待できず，その対策として，運営管理
面の一層の創意工夫が必要であり，将来のリピーターとなる小中学生の入
園者割合の減少に対する施設整備・更新や運営管理面における対策や超高
齢社会における国営公園の整備や運営管理についても検討が必要であるこ
とを示した。  
こうした本研究で得られた知見が，今後の国営公園整備・運営維持管理
に活用され，国営公園が国民ニーズに合致し，選択され，次世代に継承さ
れる社会資本となるとともに，全国の都市公園をはじめとするみどりの整
備・運営維持管理に活用されるものと考えている。 
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補注 
 
8) 平成 22(2010)年度より，地方公共団体が実施する都市公園等の整備に関す
る補助事業については，社会資本整備総合交付金へ移行した. 
10) 内閣府(2012):国民生活に関する世論調査(2012 年 6月調査） 
<http://www8.cao.go.jp/survey/h24/h24-life/index.html >2012.8.27更新，
2012.11.24 参照.本調査において「これからの生活の力点」をどのような面
に最も力を入れたいと考えているかの調査では，食生活や住生活等に比べ
「レジャー・余暇生活」とする者が最も多い結果となっている.こうしたレジ
ャー・余暇を最も力点に置く傾向が 10 年以上続いている. 
11) 国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）により世界遺産として登録される
我が国の世界遺産数 16 のうち平成4(1993)年 12月から平成 23(2011)年 6 月
の間までに 12 が「文化遺産」として登録されていること.また,登録手続きの
前段として,多くの地方公共団体から文化庁へ暫定一覧表への追加申請されて
いる. 
13) 入園者数のうち，昭和 49(1974)-56(1981)年度は国土交通省関東地方整備
局国営武蔵丘陵森林公園出張所から，昭和 56(1981)年度は国土交通省九州地
方整備局海の中道海浜公園事務所からの聞き取りによる補足を行っている. 
19)「旧皇室苑地の運営に関する件」昭和 22 年 12 月 27 日 閣議決定. 
22)「総テ社寺境内除地域ハ公有地ノ類，従前高外除地ニ属セル分ハ永ク万人偕
楽ノ地トシ，公園ト可被相定ニ付，府県ニ於テ右所ヲ択ヒ，」とされている. 
26) 公園緑地協会(1947):国営公園建設の経緯:公園緑地11(1),p32，「新憲法第
88 条と財産税の対象として物納された皇室財産の内，新宿御苑，白金御料地，
皇居前広場，皇居本丸(坂下門から乾門に至る線の以東)，京都御苑は各々東
京復興都市計画，京都都市計画の上からも重要な地域であるので既に都市計
画公園として決定されていた。」. 
27) 昭和 22 年 12 月 26日に建設院設置法により設置.その後，昭和 23 年 7 月 8
日に建設省となり，平成 13 年 1 月 6 日に現在の国土交通省となっている. 
28）「国会周辺の緊急整備について」昭和 38 年 6 月 28 日 閣議決定.「ロ 霞ヶ
関公園用地の整地及び芝生植栽等を昭和 39 年 8 月を目途として整備する。」. 
37) 平成 7年度補正予算において，越後丘陵公園では工事費と用地費に配分さ
れている例があるとともに平成 10 年度補正予算において，アルプスあづみの
公園では工事費に配分されている例がある.いずれも公園事務所からの聞き取
りによる. 
40) 国営アルプスあづみの公園事務所からの聞き取りによる. 
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Summary 
 
A Study on the Development Process of National Government Parks in Japan 
 
Department of Environmental Symbiotic Biological Science,  
Graduate School of Agriculture, Tokyo University of Agriculture 
 
Hisashi Shikano 
 
In recent years, various park related projects have been implemented by national or local 
governments, policy issues have emerged due to the role of sharing which should be 
responsible. Urban park projects are based on the Urban Parks Act, the national and local 
governments are doing the open space development within the city together. In this 
context, the national government has managed 17 park(3,024ha) projects across the 
country and the number of annual visitors has reached 31,990,000 people. 
 
An origin of national government park project can be seen in the development of the old 
Imperial Garden after World War II, for which the National Government Park Office was 
established. 
The national government park development project has been carried out during the period 
of economic growth which began in the early 1960s. The national government parks, which 
have been promoted as infrastructure development, had increasing visitors along with the 
progress of the service area.  Even though there are both of free-admission parks and 
admission-paid parks, the fact that paid visitors to the parks have been increasing shows 
that national government park projects have appropriately responded to people's needs. 
 
On the other hand, our country used to have increased population, but it is clear that the 
decrease of the population becomes a reality which directs social demographic future. And, 
even as the trend indicates it has been an increasing of visitors, the percentage of 
elementary school and junior high school students in total number of visitors in the 
national government parks is significantly reduced. 
 
Under these changes in social circumstances, this study describes the transitions and 
development process of the National Government Parks. I clarified that the maintenance 
has been subjected to appropriate response continuously in response to changes in social 
condition including people's life style. It also suggests that it is effective in future policies 
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as well as implemented in various aspects of the government plan such as open space 
projects. 
 
And, this study describes the effectiveness of the National Government Parks  
development project. By organizing the transition of attendance, area and budget of the 
projects, analyzing the change in the number of paid visitors, verifying the validity of the 
developed demographic, I have discussed in light of the diversity of the advent of the social 
and recreational needs. 
 
Under the circumstances in the future, it is expected downward trend in attendance by 
coming aging society. The trend was suggested in the direction of the future development 
of the National Government Parks. 
 
Ever revealed in this study, are as follows. 
First, I organized, analyzed and studied about a direct park development project in urban 
areas by the national government after the war. I looked back the history of policies of the 
Cabinet decision, establishing the status of laws and regulations, urban planning decision 
and establishment of installing area. 
 
I took a general look at policies of the country, enactment and the development status from 
the viewpoint of 1)social background 2)transition of park area configuration and 
maintenance 3)basic policy and master plan of each park. I classified in patterns and 
studied about developing process by extracting feature of the change in urban open space 
development projects and classified in patterns of development projects. 
 
Second, I compared and analyzed transition of the number of paid visitors, the area of 
national government parks and the changes in national income. In addition, I defined that 
development effects as the national park has responded appropriately to a variety of 
recreation demands and the needs of the people such as preserving and using the 
historical and cultural resources. I also discussed the points that development effect has 
not yet been demonstrated. 
 
Besides, I discussed the reason of the reduction of national government park attendance in 
recent years, whether it is due to the fact that the development content of the national 
park is beginning to diverge with the needs of the people, or it is an event due to a 
decrease in national income, low birthrate and aging society. 
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Third, by anticipation of a society with a declining population due to declining birthrate 
and aging society, I explained that functioning of national government park has responded 
to a variety of recreation demands, the needs of the people such as preserving and using 
the historical and cultural resources by comparing transition of national government park 
development area and number of visitors. In addition, I focused on the number of people 
who pay the entrance fee at national government parks to clarify the relationship of paid 
attendance and overall attendance. I also discussed that the effect of the measures is not 
fully demonstrated until now, by organizing the trend of elementary and junior high school 
students that have paid the "children" entrance fee. To reveal the trend in attendance of 
elementary and junior high school students, it is to get suggestions on the direction of the 
National Government Park development to be compatible toward the era of declining 
population. 
 
Fourth, it was decided that it became available to review the previous contract methods in 
June 2006. It improved the contract procedures and maintenance operations at national 
government park. With this opportunity, contract procedures of operation and 
maintenance of the National Government Park “Tokyo waterfront regional disaster 
prevention park” was decided as the "market testing", it was a procedure in the private 
sector competitive bidding. I took it as an example, and discussed history of market testing 
and its technical challenges became apparent in a series of procedures. 
 
These were summaries, a national government park maintenance had corresponded to the 
national needs of the time. The forthcoming directive of the National Government Park 
maintenance and management were considered, and it was shown as a vision to the future. 
 
